
（事業番号：３９） 

事  業  名 バリアのないやさしいまちづくり推進事業 

当 初 予 算 額 34,934千円 担当課 
健康福祉部健康福祉総務課（内線3115）、 

障害福祉課（内線3246）、交流推進部交通政策課（内線2216） 

取組みの方向 高齢者や障害者をはじめ、誰もが個人として尊重され、住み慣れた地域で安心して生活でき、積極的に社会

参加できるよう、地域社会のバリアフリー化を図る。 

事 業 概 要 １．事業内容 

高齢者や障害者等をはじめ、誰もが住み慣れた地域で安心して生活でき、積極的に社会参加できるよう、

ハード、ソフト、情報のそれぞれの面から各種事業を実施し、みんなにやさしいまちづくりを推進する。 

 

２．事業期間 

平成９年度～ 

 

３．５年度事業内容 

(1) 地域公共交通バリア解消促進等事業（26,934千円） 

障害者、高齢者等が円滑かつ安全に利用できるよう、鉄道事業者が行うバリアフリー化に要する経費

について補助する。 

 

(2) ヘルプマーク普及啓発事業（276千円） 

内部障害がある者等の外見から援助や支援を必要としていることが分からない者も、公共交通機関

等において、適切に援助や配慮を受けられるよう、ヘルプマークの普及・啓発を行う。 

 

(3) かがわ思いやり駐車場制度運営事業（300千円） 

障害等により移動に配慮が必要な方のための優先駐車スペースの確保や、利用対象者に対し専用利

用証を交付する「かがわ思いやり駐車場制度」の適正利用の促進及び普及・啓発等を行う。 

① かがわ思いやり駐車場適正利用促進事業（134千円） 

② かがわ思いやり駐車場制度運営事業（166千円） 

 

(4) 意思疎通支援事業（6,464千円） 

手話通訳者等の養成などにより、障害者、高齢者等に配慮された社会への理解を深め、心のバリアフ

リーを推進する。 

① 手話通訳者の養成・派遣事業（2,088千円） 

② 要約筆記者の養成・派遣事業（848千円） 

③ 盲ろう者向け通訳・介護員養成・派遣事業（2,322千円） 

④ 失語症者向け意思疎通支援者養成事業（922千円） 

○新⑤ 失語症者向け意思疎通支援者派遣事業（284千円） 

 

(5) 社会参加促進事業（960千円） 

障害者への様々な情報提供やＩＴ活用支援事業などにより、障害者が積極的に社会参加できるよう、

情報のバリアフリー化を推進する。 

① 障害者のＩＴ活用支援事業（510千円） 

② 障害者への字幕入りビデオカセットライブラリー提供事業（450千円） 
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（事業番号：４０） 

事 業 名 生活困窮者等対策事業 

当初予算額 1,983,069 千円 担当課 健康福祉部健康福祉総務課（内線3121、3368） 

取組みの方向 生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至る前の段階の生活困窮者に対し自立支援を行うとともに、生

活保護が必要な者には必要な保護を行い、生活困窮者等の自立のより一層の促進を図る。 

事 業 概 要 １．生活保護費（1,921,901千円） 

(1) 事業内容 

生活保護法に基づき、生活に困窮する者に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最

低限度の生活を保障するとともに、被保護者の自立を助長する。 

(2) ５年度事業内容 

① 生活扶助費（819,610千円） 

 困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対し、衣食住その他日常生活の需要を満

たすために必要な経費を給付する。 

② 医療扶助費（1,045,853千円） 

 困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対し、医療の給付を行う。 

③ 介護扶助費（28,878千円） 

 困窮のため最低限度の生活を維持することのできない要介護者等に対し、介護の給付を行う。 

④ 被保護者就労支援事業（9,456千円） 

 被保護者の就労に関する問題について被保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行う。 

⑤ 被保護者就労準備支援事業（2,126千円） 

 直ちに一般就労への移行が困難な被保護者に対し、一般就労の準備としての基礎能力の形成を計画

的にかつ一貫して支援する。 

⑥ 被保護者家計改善支援事業（2,530千円） 

 家計に関する課題を抱える被保護世帯に対し、家計管理方法の提案や支援等を行う。 

⑦ 被保護者健康管理支援事業（10,088千円） 

 多くの健康課題を抱えている生活保護受給者に対し、レセプトデータ等の収集・分析に基づき、保

健指導・受診指導等を行い、生活習慣病の発症及び重症化予防等を推進する。 

⑧ 保護施設等衛生管理体制確保支援等事業（3,360千円） 

 新型コロナウイルス感染症に関連し、救護施設等における感染拡大防止の取り組みのために必要 

な経費を補助する。 

 

２．生活困窮者自立支援事業（61,168千円） 

(1) 事業内容 

生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮

者に対し、生活困窮者自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給その他の支援を行う。 

(2) 事業期間 平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 生活困窮者自立相談支援事業（37,500千円） 

 就労その他の自立に関する問題について、生活困窮者からの相談に応じ、必要な助言を行うととも

に、本人の希望により個別の支援プランを作成・提供し、継続的な支援を行う。 

② 生活困窮者住居確保給付金交付事業（2,008千円） 

 就労その他の自立に関する問題について、生活困窮者からの相談に応じ、必要な助言を行うととも

に、本人の希望により個別の支援プランを作成・提供し、継続的な支援を行う。 

③ 生活困窮者就労準備支援事業（2,125千円） 

 直ちに一般就労への移行が困難な生活困窮者に対し、一般就労の準備としての基礎能力の形成を計

画的にかつ一貫して支援する。 

④ 生活困窮者家計改善支援事業（3,386千円） 

 収入、支出その他家計の状況を適切に把握すること及び家計の改善の意欲を高めることを支援する

とともに、生活に必要な資金の貸付けのあっせんを行う。 

⑤ 生活困窮世帯の子どもに対する学習・生活支援事業（11,965千円） 

 生活困窮世帯（生活保護世帯を含む）の中学生等やその保護者に対し、学習や進路選択、就労等の

支援を行う。 

⑥ 相談支援員研修等事業（947千円） 

 生活困窮者からの相談に応じる相談支援員等を対象に、その知識や支援技術の向上を図るための研

修等を実施する。 

⑦ 生活困窮者自立支援体制の機能強化事業（3,237千円） 

 市が国の交付金を活用して行う自立相談支援員の配置に対して補助する。 
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（事業番号：４１） 

事  業  名 食育推進事業 

当 初 予 算 額 10,538千円 担当課 

健康福祉部健康福祉総務課（内線3364）、農政水産部農政課（内

線3721）、農業経営課（内線3752）、水産課（内線3947）、 

教育委員会保健体育課（内線5313） 

取組みの方向 心身ともに健やかな生活を実現するため、食に関する正しい知識や望ましい食習慣を身につけ、各年齢層に

おいて健全な食生活が実践できるよう、家庭、地域、学校、保育所、関係団体、生産者、企業などと連携し、

食育に関する施策を総合的、計画的に推進する。 

事 業 概 要 １．食育アクションプラン推進事業（1,078千円） 

(1) 事業内容 

第４次かがわ食育アクションプランに基づき、関係機関・団体が連携して、ライフステージに応じた 

切れ目のない食育の推進に取り組むことにより、生涯を通じた心身の健康を支える食育の推進を図る。 

(2) 事業期間  平成17年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 食育推進会議の開催 

② 三つ星ヘルシーランチ店等自然に健康になれる食環境づくりの推進 

③ 食育キャンペーンや郷土料理教室等の開催 

④ 減塩推進等生活習慣病予防のための啓発事業の実施 

 

２．かがわ農水産物地産地消推進事業（9,196千円） 

(1) 事業内容 

地産地消の推進体制を整備し、学校等での「食」や「農」に対する理解促進を図るとともに、「かが 

わ地産地消協力店登録制度」や「かがわ地産地消応援事業所認定制度」の普及などを通じて、県産農畜 

水産物についての情報提供などの取組みを強化・充実し、県民運動としての地産地消の推進を図る。 

(2) 事業期間  平成14年度～ 

(3) ５年度事業内容 

・香川県産農畜水産物応援ポータルサイト「讃岐の食」など多様な媒体を活用した情報発信 

・生産者や学校給食関係者と連携したコーディネート活動や出前授業等の実施 

・学校給食やこども食堂等での県産農畜水産物を活用したメニュー開発や食育授業、セミナー開催への

支援 

 

３．学校における食育事業（115千円）  

(1) 事業内容 

学校給食における地場産物の活用及び栄養教諭を中心とした食に関する指導の充実に努める。 

(2) 事業期間  平成18年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 栄養教諭等を対象に献立作成や学校における食育の推進、資質能力の向上等のための研修会の開催 

② 学校給食における地場産物活用の推進 

③ 新規採用栄養教諭等研修会の開催 

 

４．幼児期から高校までの食育推進事業（149千円） 

(1) 事業内容 

学校・家庭・地域の団体（ＰＴＡ、生産者団体、栄養士会等）と連携協力しながら、栄養教諭を中心 

に食育推進に実践的に取り組むとともに、児童生徒の発達段階に応じた食に関する指導の充実を図る。 

(2) 事業期間  平成23年度～ 

(3) ５年度事業内容 

幼稚園や高校へ講師を派遣し、食に関する指導を実施 

 

 

- 59 -



（事業番号：４２） 

事 業 名 健康づくり推進事業 

当初予算額 45,357千円 担当課 健康福祉部健康福祉総務課（内線3364） 

取組みの方向 生活習慣病等の発症予防や早期発見・早期治療を進めるため、地域や職域の関係機関・団体、医療機関、学

校等と連携し、幅広い年齢層に対して、食事や運動などの生活習慣の改善を中心とした健康づくりや、歯と口

腔の健康づくりに関する施策を総合的に推進する。 

 

事業概要 １．健やか香川21ヘルスプラン推進事業（7,575千円） 

(1) 事業内容 

健やか香川21ヘルスプラン（第2次）に基づき、関係機関・団体と連携し、健康長寿の実現に向け

た取組みを推進する。 

(2) 事業期間  平成13年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 禁煙・受動喫煙対策推進事業（476千円） 

改正健康増進法の全面施行を踏まえ、多数の者が利用する施設の施設管理者や利用者等への相談

指導、監督等を行う。 

② かがわ健康ポイント事業（7,099千円） 

   運動、食事等の生活習慣の改善や健康診断の受診などの健康づくりの取組みに対し、特典を付与

する仕組みを活用し、県民一人ひとりの健康づくり意識の醸成と主体的な健康行動の定着化を図る。 

 

２．メタボリックシンドローム対策推進事業（1,394千円） 

(1) 事業内容 

特定健診・特定保健指導の効果的・効率的な実施や、地域と職域、医療が連携した効果的なメタボリ

ックシンドローム対策を推進する。 

(2) 事業期間  平成20年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 事業所を対象にした健康対策セミナーや出前講座の開催 

② 健康づくり推進体制の整備、特定健診・特定保健指導の効果的な実施及び地域・職域連携推進の 

ための協議会等の開催 

③ 健康づくりに取り組む事業所の表彰 

 

３．糖尿病予防事業（18,261千円） 

(1) 事業内容 

子どもの頃からの生活習慣・食習慣の改善を推進するとともに、糖尿病に関する知識の普及啓発等を

行うことにより、糖尿病の発症予防・重症化予防に取り組む。 

(2) 事業期間  平成23年度～ 

(3) ５年度事業内容 

    ① 市町等が実施する小児生活習慣病予防健診に対して補助を行い、その結果を分析して対策の検討を

行うとともに、子どもの頃からの健康づくりに向けた地域ぐるみの取組みを推進する。 

    ② 糖尿病の発症予防・重症化予防に向け、糖尿病対策検討会、糖尿病に関する知識の普及啓発、多職

種連携の推進、保健指導従事者の研修等を行う。 

 

４．循環器病対策推進事業（1,970千円） 

(1) 事業内容 

健康寿命の延伸等を図るため、香川県循環器病対策推進計画に基づき循環器病対策を推進する。 

(2) 事業期間  令和４年度～ 

  (3) ５年度事業内容  

     県内脳卒中患者の実態把握・分析、循環器病の正しい知識の普及啓発等を行う。 
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 ５．８０２０運動推進事業（16,157千円） 

(1) 事業内容 

生涯を通じた歯と口腔の健康づくりを総合的かつ効果的に推進するため、地域における８０２０運動

の普及啓発を行うとともに、歯科保健体制を整備し、８０２０健康長寿社会の実現を図る。 

(2) 事業期間  平成７年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 歯・口腔の外傷予防対策事業（475千円） 

② 歯・口と全身に関する医療連携推進事業（780千円） 

③ ８０２０地域サポーター研修事業（583千円） 

④ 高校生の健康な歯応援事業（220千円） 

⑤ 歯周病・糖尿病対策連携事業（800千円） 

⑥ 口腔ケアサポート事業（1,530千円） 

⑦ 離島住民のための歯科健診事業（947千円） 

⑧ 乳幼児むし歯ゼロ推進事業（200千円） 

⑨ 歯の健康と医療費に関する実態調査事業（3,574千円） 

⑩ 口腔保健啓発業務等（3,232千円） 

⑪ 歯周病検診受診率向上事業（766千円） 

⑫ オーラルフレイル対策事業（3,050千円） 
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（事業番号：４３） 

事  業  名 がん対策推進事業 

当 初 予 算 額 66,056千円 担当課 健康福祉部健康福祉総務課（内線3362）、子ども家庭課（内線3215） 

取組みの方向 香川県がん対策推進条例等に基づき、関係機関・団体等と連携し、がんの予防、早期発見、がん医療の水準

の向上、がん患者に対する支援など、総合的・計画的ながん対策を推進する。  

事 業 概 要 １．がん対策推進事業（25,056千円） 

(1) 事業内容 

   がんの予防から早期発見､患者に対する支援､がん教育､がん登録等､がん対策を総合的に推進する。 

(2) 事業期間  平成24年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① がん検診受診促進事業（3,360千円） 

 県民のがん発症予防・早期発見意識の向上を図るため、がん検診の重要性や受診率向上に向けて

周知・啓発等を行う。 

② 女性のがん対策強化事業（3,624千円） 

 乳がん、子宮頸がん検診等の受診率向上のため、有効な受診勧奨を進めるため市町への研修を実

施するほか、休日等の検診車派遣等による乳がん、子宮頸がん検診を受けやすい環境づくりや、関

心の低い若年層に対して正しい知識の普及啓発に取り組む。 

③ がん患者と家族の快適な暮らし応援事業（1,401千円） 

 がん患者団体による相談事業やがん診療連携拠点病院等への専門家派遣の実施、ピア・サポート

の促進に向けた体制づくりに取り組み、がん患者とその家族の療養生活支援を行う。 

④ がん患者医療用補整具助成事業（1,500千円） 

 公的支援制度が少ない20歳から39歳の若年がん患者に対し、がん治療による外見変貌を補完す

る補整具の購入費用を助成する。 

⑤ 妊孕性温存療法助成事業（5,237千円） 

 がん等の患者が妊孕性温存治療及び温存後生殖補助医療を行う際に要する費用のうち、保険診療

対象外の経費の一部を助成するとともに、医療従事者等を対象とした研修を行う。 

⑥ 全国がん登録事業（9,098千円） 

 全国がん登録の円滑な実施を図る。 

⑦ がん対策推進事業事務費（836千円） 

 

２．地域がん診療連携拠点病院支援事業（36,000千円） 

(1) 事業内容 

地域がん診療連携拠点病院に補助を行い、緩和ケアの提供、患者や家族への相談支援体制等の機能強化

を図るとともに、地域の医療機関との連携を促進し、がん医療水準の向上とがん治療の地域格差の是正を

図る。 

(2) 事業期間  平成16年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 補助事業者 県立中央病院、三豊総合病院、高松赤十字病院 

② 補助率 国1/2、県1/2 

③ 補助対象事業 がん医療従事者研修事業、拠点病院ネットワーク事業、がん相談支援事業、普

及啓発・情報提供事業、病理医養成等事業、在宅緩和ケア地域連携事業、緩和ケ

ア推進事業、がん患者の就労に関する総合支援事業 

 

３．がん診療施設設備整備事業（5,000千円） 

(1) 事業内容 

がん診療施設として必要ながんの医療機器及び臨床検査機器等の整備に要する経費を補助するこ

とにより、医療水準の向上及びがん検診の精度向上と検診受診機会の拡充・均てん化を図る。 

(2) 事業期間  平成９年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 補助事業者  がんの検診、診療を行う医療機関（国公立及び公的医療機関を除く。）  

② 補助率    県1/3、事業者2/3 
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（事業番号：４４） 

事 業 名 歯と口腔の健康づくり推進事業 

当初予算額 181,696千円 担当課 健康福祉部健康福祉総務課（内線3375）、医務国保課（内線3320） 

取組みの方向 香川県歯と口腔の健康づくり推進条例等に基づき、歯科口腔保健に関する知識の普及や歯科疾患の予防、歯

の喪失予防などの生涯を通じた歯と口腔の健康づくりを推進するとともに、関係機関・団体等と連携し、充実

した質の高い歯科保健医療が提供できる環境づくりを進めるなど、総合的な歯科保健対策を推進する。 

事 業 概 要 １．８０２０運動推進事業（16,157千円）（再掲） 

(1) 事業内容 

生涯を通じた歯と口腔の健康づくりを総合的かつ効果的に推進するため、地域における８０２０運動

の普及啓発を行うとともに、歯科保健体制を整備し、８０２０健康長寿社会の実現を図る。 

(2) 事業期間  平成７年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 歯・口腔の外傷予防対策事業（475千円） 

県民、特に中高生等の若い世代のスポーツによる歯の喪失等を防ぐため、歯・口の外傷予防に関す

る知識・技術の研修等を行う。 

② 歯・口と全身に関する医療連携推進事業（780千円） 

地域の医療連携に携わる人材を養成するとともに、医科・歯科・薬科関係者の連携強化を推進し、

保健・医療等の質の向上を図る。 

③ ８０２０地域サポーター研修事業（583千円） 

歯科保健活動に従事するボランティアである「８０２０地域サポーター」を養成し、サポーターに

よる住民への研修活動を支援する。 

④ 高校生の健康な歯応援事業（220千円） 

高校生に対して、卒業後も継続して歯・口のセルフケア等ができるよう啓発する。 

⑤ 歯周病・糖尿病対策連携事業（800千円） 

糖尿病治療機関と歯科医療機関との連携の強化を図るため、研修会の実施や効果的な連携方法の

検討等を行う。 

⑥ 口腔ケアサポート事業（1,530千円） 

障害者(児)の口腔機能の向上を図るため、施設における訪問指導等を行う。 

⑦ 離島住民のための歯科健診事業（947千円） 

歯科保健サービスを受ける機会が少ない離島住民に対し、歯科健診等を実施する。 

⑧ 乳幼児むし歯ゼロ推進事業（200千円） 

県内の育児サークルにおいてフッ化物応用に関する啓発及び相談、歯科健診等を実施する。 

⑨ 歯の健康と医療費に関する実態調査事業（3,574千円） 

歯の健康と医療費、健康診査結果に関する実態調査を実施、分析し、医療費の適正化等に活用する。 

⑩ 口腔保健啓発業務等（3,232千円） 

６月の「歯と口の健康週間」や11月の「歯と口腔の健康づくり週間」に合わせた歯と口腔の健康

に関する知識の普及啓発等を行う。 

⑪ 歯周病検診受診率向上事業（766千円） 

歯周病（歯周疾患）検診の受診率向上を図るため、市町が検診にあわせて行う歯の表面クリーニン

グに対して助成を行う。 

⑫ オーラルフレイル対策事業（3,050千円） 

加齢に伴う口腔機能の低下が心身の虚弱を招き、要介護状態に進む「オーラルフレイル」の予防等

について普及啓発などを行う。 

      

２．在宅歯科医療連携室整備事業（21,790千円） 

(1) 事業内容 

在宅歯科医療を推進するため、歯科医師会、中核医療機関等が連携して実施する在宅歯科医療連携

室事業を支援する。 

(2) 事業期間  平成22年度～ 

(3) ５年度事業内容 

香川県歯科医師会への委託等により、在宅歯科医療に関する相談対応や地域の医療機関等との連携 

支援、かかりつけ歯科医等に関する普及啓発等を実施する。 
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３．歯科在宅当番医制運営事業（5,016千円） 

(1) 事業内容    休日等の初期救急医療を確保するため、休日等の歯科診療を確保する。 

(2) 事業期間  昭和52年度～ 

(3) ５年度事業内容 

香川県歯科医師会及び高松市歯科医師会に休日歯科診療事業を委託する。 

 

４．特殊歯科医療確保推進事業（12,774千円） 

(1) 事業内容 

心身障害児(者)の歯科医療を実施することにより、県内の特殊歯科医療体制の整備・充実を図る。 

(2) 事業期間  昭和55年度～ 

(3) ５年度事業内容 

心身障害児（者）の歯科医療について、高松市歯科救急医療センターを設置する高松市歯科医師会

に委託する。また、障害者歯科に関する研修について香川県歯科医師会に委託する。 

 

５．地域歯科医療確保促進事業（65,114千円） 

(1) 事業内容 

県民が良質で適切な歯科医療等を安心して受けられるよう、歯科医療提供体制の充実及び歯科医療

等に携わる人材の育成等に取り組む。 

(2) 事業期間  平成26年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 病院歯科のない地域中核病院等の歯科保健医療推進事業（25,057千円） 

香川県歯科医師会が実施する歯科のない地域中核病院等への歯科医師及び歯科衛生士の派遣に要

する経費の一部を補助する。 

② 多職種協働によるチーム医療推進に資する人材養成のための研修実施事業（500千円） 

がん患者及び要介護高齢者等の口腔機能管理等に関する研修会の実施に要する経費の一部を補助する。 

③ 口腔健康管理提供体制整備事業（25,120千円） 

香川県歯科医師会が実施する歯科診療所における口腔機能測定機器の導入及び高齢者の口腔機能

等に関する調査、回復方法の検討等に要する経費の一部を補助する。 

   ④ 地域拠点歯科診療所施設整備事業（1,120千円） 

      障害者等、一般の歯科診療所では診療に困難を伴う患者への歯科医療提供体制を確保するため、地

域の拠点となる歯科診療所が行う施設整備に必要な経費の一部を補助する。 

⑤ 口腔乾燥対策促進事業（13,317千円） 

      香川県歯科医師会が実施する歯科診療所における口腔乾燥状態測定機器等の導入及び口腔乾燥状態に

関する調査、回復方法の検討や予防方法を指導できる人材の育成等に要する経費の一部を補助する。 

 

６．歯科専門職養成支援事業（34,403千円） 

(1) 事業内容 

歯科専門職養成所等が取り組む人材の育成・支援に対する補助を行い、良質で適切な歯科医療提供体

制の整備・充実を図る。 

(2) 事業期間  平成26年度～ 

(3) ５年度事業内容 

歯科衛生士・歯科技工士養成所における修学支援や教育内容の向上を図るために必要な経費の一部

を補助するほか、休職中の歯科衛生士に対し、最近の歯科医療情勢に関する研修会や就職先紹介を行う

ために必要な経費の一部を補助する。 

 

７．在宅歯科医療設備整備事業（26,442千円） 

(1) 事業内容 

安全で安心な質の高い在宅歯科医療の提供体制を確保するために、歯科診療所等が行う設備整備に

対して支援する。 

(2) 事業期間  平成26年度～ 

(3) ５年度事業内容 

安全で安心な質の高い在宅歯科医療を実施するために必要となる医療機器等の導入に要する経費の

一部を補助する。 
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                                                                                            （事業番号：４５） 

事  業  名 難病対策事業 

当 初 予 算 額 1,748,801千円 担当課 健康福祉部健康福祉総務課（内線3366） 

取組みの方向 難病患者に対し、医療体制の充実や日常生活における相談支援の充実に努めるとともに、指定難病医療費助

成制度等による支援を行い医療費負担の軽減を図る｡ 

事 業 概 要 １．難病医療費助成事業（1,709,296千円） 

(1) 事業内容 

難病法等に基づき指定難病を対象に医療費を助成し、患者の負担軽減を図る。 

(2) 事業期間   平成27年1月～ 

(3) ５年度事業内容 

指定難病を対象に、その患者が負担する医療費の自己負担分の一部を公費で負担する｡ 

 

２．特定疾患治療研究事業（3,843千円） 

(1) 事業内容 

指定難病以外の「スモン」等の疾病について、医療の確立を図るとともに患者の負担軽減を図る｡ 

(2) 事業期間   昭和48年度～ 

(3) ５年度事業内容 

「スモン」等の疾病を対象に、その患者が負担する医療費の自己負担分の一部を公費で負担する｡ 

 

３．難病患者地域生活支援事業等（5,661千円） 

(1) 事業内容 

地域の医療機関や市町福祉部局等の関係機関と連携し、難病患者等の療養上の不安解消を図るとと

もに、患者会活動など患者間の交流を推進する。 

(2) 事業期間 

① 難病患者地域生活支援事業    平成27年度～ 

② 難病相談支援ネットワーク事業  平成16年度～ 

③ 難病患者地域支援対策推進事業  平成10年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 難病相談支援センターの機能強化を行い就労支援の充実を図るなど、難病患者支援対策を推進する。 

② 難病対策連絡協議会を開催する等、関係機関との連携を図るとともに、総合的な相談・支援を行う。 

③ 保健所が実施主体となり、地域の難病患者やその家族等の療養・生活上の相談体制の確保を図るとと

もに、講演会を開催するなど、難病患者支援対策を推進する。 

 

４．神経難病寄附講座設置事業（22,000千円） 

(1) 事業内容 

香川大学医学部に設置する寄附講座において、神経難病に対応できる医師の養成・確保のため、キャ

リアステージに応じた教育等を実施するとともに、診療や研究機能の強化などを行う。 

(2) 事業期間   平成24年度～令和５年度 

(3) ５年度事業内容 

香川大学に設置する寄附講座における人件費・運営費等相当額を寄附する。 

 

５．難病医療提供体制整備事業（8,001千円） 

(1) 事業内容 

国の方針に基づき、難病診療連携拠点病院等を指定し、難病診療連携コーディネーター等の配置や

医療従事者向け研修等を充実させ、患者が適切な医療を受けられる体制を整備する。 

(2) 事業期間  令和元年度～ 

(3) ５年度事業内容 

難病診療連携拠点病院等に、難病診療連携コーディネーター等の配置や医療従事者向けの研修会の

開催を委託する。 
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（事業番号：４６） 

事 業 名 高齢者の健康生きがい対策事業 

当初予算額 47,733千円 担当課 健康福祉部長寿社会対策課（内線3142） 

取組みの方向 高齢者の豊富な知識や経験を生かすことができる環境の整備や、社会参加の促進と生きがいづくりを推進

し、高齢者が地域の担い手としていきいきと暮らし、健康を維持することができる社会の構築を目指す。 

事 業 概 要 １．高齢者の生きがいと健康づくり推進事業（28,124千円） 

(1) 明るい長寿社会づくり推進事業（19,883千円） 

① 事業内容 

高齢者の健康と生きがいづくりを推進し、活力ある長寿社会の実現を目指すために、（公財）かがわ

健康福祉機構と連携して、生きがいと健康づくりの場の提供、地域における指導者の養成等を行う。 

② 事業期間  平成元年度～ 

③ ５年度事業内容 

・ 全国健康福祉祭選手選出・派遣 

第35回全国健康福祉祭えひめ大会出場選手の派遣及び翌年度（第36回全国健康福祉祭鳥取大会）

出場選手の選出 

・ かがわ長寿大学の開講 

高齢者が知識や教養を身につけながら、自らの健康と生きがいづくりを図るとともに、長寿社会を

担う地域社会での実践的な指導者を養成するため、「かがわ長寿大学」を開講する。 

(2) 元気シニア増加促進事業（2,412千円） 

① 事業内容 

高齢者の閉じこもりを防止するとともに、健康づくりと介護予防を推進し、併せて老人クラブの加

入促進を図る。 

② 事業期間  平成29年度～ 

③ ５年度事業内容 

地域で実施される介護予防教室の各種講座等への参加を促すスタンプラリーを実施する。 

(3) 高齢者の生きがいづくり推進事業（5,829千円） 

① 事業内容 

高齢者の豊富な知識・経験を生かせるよう地域社会での実践的な指導者の育成や、活躍できる場の

情報の提供等を行う。 

② 事業期間  平成26年度～ 

③ ５年度事業内容 

・ 高齢者いきいき案内所事業 

高齢者の活躍の場等の情報収集や提供及び高齢者人材バンクを管理する「高齢者いきいき案内所」

を運営し、高齢者を活躍の場へ案内し、生きがいづくりを行うとともに、高齢者の豊富な知識・経験・

技能を様々なニーズに結びつける。 

・ 高齢者いきいき案内所ボランティア養成事業 

施設等でニーズが高い傾聴や読み聞かせなどのボランティア養成講座を開催し、介護ボランティ

アの養成を支援する。 

 

２．老人クラブ等活動促進事業（19,609千円） 

  (1) 事業内容 

高齢者の生きがいと健康づくりを促進するため、老人クラブ活動の充実や加入促進に努めるととも

に、香川県老人クラブ連合会や市町老人クラブ連合会の活動を支援する。 

(2) 事業期間  昭和38年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 老人クラブ助成事業（12,246千円） 

単位老人クラブ、市町老人クラブ連合会の活動に対する助成 

② 老人クラブ活動推進員等事業（7,363千円） 

香川県老人クラブ連合会の活動推進員の人件費、活動費（地域リーダー研修等）に対する助成 
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（事業番号：４７） 

事 業 名 介護保険事業 

当初予算額 15,190,183千円 担当課 
健康福祉部長寿社会対策課 

（内線3171、3168、3174、3148、3155） 

取組みの方向 介護を必要とする高齢者が安心して介護サービスを利用できるようにするため、高齢者の介護を社会全体で

支える介護保険制度を円滑に運営する。また、要介護状態になることをできる限り防ぎ、要介護状態であって

も、状態がそれ以上悪化しないようにするため、効果的な介護予防の推進に取り組む。 

事 業 概 要 １．介護給付費負担金（14,718,621千円） 

(1) 事業内容 

介護保険法の規定に基づき、保険者に対し、介護給付及び予防給付に要する費用のうち、施設給付

費の17.5％、居宅給付費の12.5％を負担する。 

(2) 事業期間 

平成12年度～ 

(3) ５年度事業内容 

介護給付費見込額（県全体） 102,304,716千円 

 

２．低所得者保険料軽減負担金（340,012千円） 

(1) 事業内容 

介護保険法の規定に基づき、保険者に対し、低所得者の介護保険料軽減の強化（保険料基準額に乗じ

る割合の軽減）に要する費用の１/４を負担する。 

(2) 事業期間 

平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

保険料軽減額（県全体） 1,360,047千円 

 

３．介護保険財政安定化基金事業（110,096千円） 

(1) 事業内容 

見込みを上回る介護給付費増や第１号保険料収納不足により、市町の介護保険特別会計に赤字が生

じた場合に、一般会計から財政補填をする必要のないよう、市町に資金の貸付等を行うための基金を

設置・運営する。 

(2) 事業期間 

平成12年度～ 

(3) ５年度事業内容 

積立金        96千円（運用収益） 

貸付金   100,000千円 

交付金    10,000千円 

 

４．介護保険制度施行等事業（17,454千円） 

(1) 事業内容 

保険者に対する指導・支援、事業者の指定・情報提供、介護サービス情報の公表、介護給付費の適正

化等の介護保険制度の施行に係る各種事業を実施する。 

(2) 事業期間 

平成12年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 保険者指導支援事業（1,937千円） 

認定調査員、介護認定審査会委員、主治医等に対する研修等を実施する。 

② 事業者指定・情報提供事業（10,916千円） 

事業者の指定・更新・管理、事業者情報の提供等を行う。 

③ 介護サービス事業者指導事業（464千円） 

サービスの質の確保や保険給付の適正化を図るため、介護サービス事業者を指導する。 
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 ④ 介護保険審査会運営等事業（242千円） 

介護保険料の賦課徴収、要介護認定など保険者が行った行政処分に対する審査請求を受理し、審査・

裁決を行う介護保険審査会を運営する。また、香川県国民健康保険団体連合会の苦情処理業務に対し

助成する。 

⑤ 介護サービス情報公表事業（100千円） 

介護サービスを利用する者が介護サービスを選択するために必要な情報をインターネットを通じ 

て公表するとともに、介護サービスに係る情報の報告については、必要に応じて調査する。 

⑥ 介護給付適正化推進事業（3,795千円） 

第５期香川県介護給付適正化計画に基づき、香川県国民健康保険団体連合会と連携し、要介護認

定の適正化やケアプランの点検など、保険者が行う適正化事業に対して支援を行う。 

 

５．介護保険制度円滑実施対策事業（4,000千円） 

(1) 事業内容 

低所得高齢者の利用者負担の軽減措置に対して支援する。 

(2) 事業期間 

平成12年度～ 

(3) ５年度事業内容 

低所得高齢者の利用者負担の軽減措置を講じる市町に助成する。 
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（事業番号：４８） 

事  業  名 介護施設等整備事業 

当 初 予 算 額 296,046千円 担当課 健康福祉部長寿社会対策課（内線3148） 

取組みの方向 第８期香川県高齢者保健福祉計画に基づき、高齢者が住み慣れた自宅や地域で安心して生活できるよう、地

域包括ケアシステムの構築に向け、居宅サービスと施設・居住系サービスの役割分担やバランスを図りながら、

計画的な基盤整備を行う。 

事 業 概 要 １．地域密着型サービス等整備事業（236,291千円） 

(1) 地域密着型サービス等施設整備事業（74,938千円） 

① 事業内容 

地域包括ケアシステムの構築のため、地域医療介護総合確保基金を活用し、地域密着型サービス等

の施設整備費補助を行う市町に対し、助成を行う。 

② 事業期間  平成27年度～ 

③ ５年度事業内容 

地域密着型サービス施設等の新設等に伴う整備費補助を行う市町に対し、助成を行う。 

 

(2) 地域密着型サービス等設備整備事業（161,353千円） 

① 事業内容 

地域包括ケアシステムの構築のため、地域医療介護総合確保基金を活用し、地域密着型サービス等

の設備整備費補助を行う市町等に対し、助成を行う。 

② 事業期間  平成27年度～ 

③ ５年度事業内容 

地域密着型特別養護老人ホーム等の開設準備経費等の補助を行う市町等に対し、助成を行う。 

 

２．地域介護・福祉空間整備等事業（59,755千円）（再掲） 

(1) 事業内容 

老人福祉施設等の防災・減災対策を推進し、利用者の安全・安心を確保するため、国の地域介護・福

祉空間整備等施設整備交付金を活用し、事業者が行う設備整備に対し、助成を行う。 

(2) 事業期間  令和元年度～ 

(3) ５年度事業内容 

特別養護老人ホーム等の非常用自家発電設備の整備等に対し、助成を行う。 
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（事業番号：４９） 

事 業 名 介護人材確保・育成事業 

当初予算額 308,865千円 担当課 
健康福祉部長寿社会対策課（内線3168）、 

健康福祉総務課（内線3363） 

取組みの方向 増加・多様化する介護ニーズに対応するため、質の高い介護・福祉人材を安定的に確保する。 

事 業 概 要 １．介護支援専門員等養成・資質向上事業（24,966千円） 

(1) 事業内容  

介護保険制度において重要な役割を担う介護支援専門員及び主任介護支援専門員を養成するととも

に、資質の向上を図る。 

(2) 事業期間  平成12年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 介護支援専門員養成等事業（13,622千円） 

介護支援専門員実務研修受講試験や実務研修等の実施により介護支援専門員を養成するとともに、

介護支援専門員名簿管理システムへの登録、介護支援専門員証の交付により、適正な資格管理を行う。 

（公財）かがわ健康福祉機構が実施する研修事業の質の維持・向上を図る。 

② 介護支援専門員資質向上事業（5,498千円） 

介護支援専門員の資質向上を図るため、アセスメント強化研修や施設の介護支援専門員を対象にし

た研修等を実施する。 

③ 主任介護支援専門員養成等事業（5,846千円） 

地域包括支援センターや居宅介護支援事業所に配置される主任介護支援専門員を養成する。 

 

２．介護人材確保等支援事業（84,228千円） 

(1) 事業内容 

介護人材を確保するため、介護職場への参入を促進するとともに現任介護職員の定着を支援する。 

(2) 事業期間  平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 介護人材確保支援事業（24,228千円） 

介護職場のイメージアップや新規参入を促進するため、介護未経験者に対する入門的研修を行うと

ともに、介護職員の資質向上や定着を図るため、現任職員向けの各種研修や、研修を受講する際の代

替職員を確保する事業等を行う。 

② 介護ロボット・ＩＣＴ導入集中支援事業（60,000千円） 

介護職員の負担軽減や業務効率化のため、介護ロボット等を導入する介護施設に対して補助を行う。 

 

３．介護人材確保等補助事業（9,921千円） 

(1) 事業内容   

関係団体等が行う介護人材の確保・定着を図る事業に対して補助を行う。 

(2) 事業期間  平成27年度～ 

 (3) ５年度事業内容   

香川県介護福祉士会が開催する介護実技講習会や香川県看護協会が行う介護職員キャリアアップ研

修事業等に対して補助を行う。 

 

４．介護福祉士等修学資金貸付事業（131,242千円） 

（1）事業内容 

質の高い介護・福祉人材を安定的に確保するため、介護福祉士の資格取得を目指す者等に対する修学

資金の貸付を行う。 

（2）事業期間  平成21年度～ 

（3）５年度事業内容 

介護福祉士の資格取得を目指す者等に対する修学資金の貸付の貸付原資を、事業を実施する県社会

福祉協議会に対して補助を行う。 
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 ５．離島地域介護人材確保支援事業（1,533千円） 

（1）事業内容 

      離島地域における介護サービスの確保・充実のため、離島地域で働く介護職員を養成する。 

（2）事業期間  平成17年度～ 

（3）５年度事業内容 

介護職員初任者研修又は介護福祉士実務者研修を受講する離島地域の住民の支援を行う市町に対し

て補助を行う。 

 

６．介護職員処遇改善加算の取得促進支援事業（2,530千円） 

（1）事業内容 

介護職員処遇改善加算制度について、事業所への周知や加算の取得に係る助言等を実施し、事業所に

おける処遇改善加算の取得を促進する。 

(2) 事業期間  平成30年度～ 

（3）５年度事業内容 

専門的な相談員を介護施設・事業所に派遣し、個別の助言・指導等を行うことにより、加算の新規取

得や、より上位区分の加算取得を支援する。 

 

７．外国人介護人材受入支援事業（45,440千円） 

（1）事業内容 

今後増加することが見込まれる外国人介護人材が、介護現場において円滑に就労・定着できるよう、

その受入体制を支援する。 

(2) 事業期間  平成22年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業（14,980千円） 

経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき入国する外国人介護福祉士候補者が円滑に就労・研修できるよう

に、候補者を受け入れた個々の施設に対し、学習に必要な経費を補助する。 

② 外国人介護留学生受入支援事業（28,960千円） 

介護福祉士資格の取得を目的とする留学生を支援し、介護職として雇用しようとする介護施設等の

負担を軽減し、外国人介護人材の確保を促すため、施設等が行う奨学金等の一部を補助する。 

③ 外国人介護人材受入環境整備事業（1,500千円） 

外国人介護人材に対して、介護能力向上を目的とした研修を行う。 

 

○新８．介護助手等普及推進支援事業（9,005千円） 

(1) 事業内容   

地域の元気な高齢者など、介護の周辺業務を行う介護助手の掘り起こしを行い、多様な人材の介護職

場への参入を促進し、介護職員の負担軽減や業務の効率化を図る。 

(2) 事業期間  令和５年度～ 

 (3) ５年度事業内容   

県福祉人材センターに「介護助手等普及推進員」を配置し、市町社会福祉協議会等を巡回して周知

活動を行い、介護助手等希望者の掘り起こしを行う。併せて、介護事業所に対し、介護職の業務の機

能分化と周辺業務の切り分けを助言するとともに、介護助手に係る求人提出の働きかけを行うことに

より、介護の周辺業務を担う人材の確保を促す。 
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（事業番号：５０） 

事 業 名 高齢者の在宅生活支援事業 

当初予算額 673,536千円 担当課 健康福祉部長寿社会対策課（内線3171、3174） 

取組みの方向 高齢者が住み慣れた自宅や地域で安心して生活できるよう、市町が行う高齢者への支援施策に対する助成

や、高齢者の住宅・住環境の充実に向けた取組み等を行う。 

事 業 概 要 １．地域支援事業（660,041千円） 

(1) 事業内容 

介護保険法に基づき、要介護状態等になることを予防し、地域において自立した日常生活を営むこと

ができるよう支援するため、市町が実施する介護予防・日常生活支援総合事業及び包括的支援事業等に

要する費用を負担する。 

(2) 事業期間   

平成18年度～ 

(3) ５年度事業内容（市町事業） 

介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業等 

 

２．介護予防市町支援事業（2,316千円） 

(1) 事業内容 

介護予防の重要性の普及啓発、研修会や担当者会の開催による市町担当者等の資質の向上、また、市 

町が地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予防に取り組めるよう支援する。 

(2) 事業期間   

平成18年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 介護予防事業評価・市町支援事業（346千円） 

地域支援事業の効果的かつ適正な事業実施が図られるよう、介護予防市町支援委員会を開催し、効

果的な介護予防事業のあり方等について検討するとともに、市町が円滑に新しい介護予防事業・日常

生活支援総合事業等を実施できるよう、必要な支援を実施する。 

② 介護予防・生活支援推進事業（1,668千円） 

・市町の実施する地域ケア会議の取組強化等に向け、リハビリテーション専門職等の広域派遣による技

術支援等を行う。 

・各市町の地域ケア会議に派遣する医療専門職の資質向上研修及び各市町の地域ケア会議における 

ファシリテーターの養成研修を行う。 

③ 地域包括支援センター職員等研修事業（302千円） 

地域支援事業の効果的かつ適正な事業実施が図られるよう、地域包括支援センターの職員に対し、

介護予防ケアマネジメントや地域ケア会議などの研修を行う。 

 

３．在宅医療・介護連携推進事業（7,050千円） 

(1) 事業内容 

市町の地域支援事業に位置付けられている在宅医療・介護連携推進事業について、市町が円滑に実施

できるよう支援する。 

(2) 事業期間   

平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

地域の在宅医療・介護連携の相談や調整を担う人材や在宅医療・介護連携に係る医師、看護師、介護

支援専門員など多職種の人材育成 等 

 

４．訪問看護サポート事業（2,270千円） 

(1) 事業内容 

訪問看護に対するニーズの多様化に対応し、専門性の高い訪問看護を提供できるようにするため、利

用者及び訪問看護師等からの相談に応じるとともに、訪問看護技術等のスキルアップ支援などを行う。 
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(2) 事業期間   

平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

電話相談事業、出張相談・コンサルテーション事業、ほうかんネット活用推進事業、ホームページに 

よる情報公表等を実施する。 

 

５．生活支援コーディネーター養成事業（192千円） 

(1) 事業内容 

生活支援サービスの体制整備を推進するため、地域において生活支援・介護予防サービスの提供体制

の構築に向けたコーディネート役を担う生活支援コーディネーターの養成を行う。 

(2) 事業期間   

平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

生活支援コーディネーター養成研修の実施 

 

６．移動・外出支援事業（1,667千円） 

(1) 事業内容 

高齢者の介護予防、自立支援の観点から、地域の運転ボランティアが、移動手段のない高齢者の買い

物、通院、通いの場への参加等のための外出、移動時に、利用者の自宅と目的地間の送迎を無償で行う

仕組みを作る市町を支援する。 

 (2) 事業期間   

令和３年度～ 

(3) ５年度事業内容 

住民相互の移動支援活動に精通したアドバイザーを市町へ派遣するとともに、仕組みの導入に必要

な初期経費に対して補助を行う。 
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（事業番号：５１） 

事 業 名 認知症施策総合推進事業 

当初予算額 49,101千円 担当課 健康福祉部長寿社会対策課（内線3174） 

取組みの方向 認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができ

る社会の実現を目指すため、令和元年6月に国から示された「認知症施策推進大綱」等を踏まえ、認知症予防

をはじめ、認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らせる仕組みづくりや、介護サービスの質や認知症

医療水準の向上等、認知症高齢者等に対する支援を総合的に実施する。 

事 業 概 要 １．認知症予防推進事業（2,990千円） 

(1) 事業内容 

運動・栄養・社会交流による認知症予防に向けた取組みの全県展開・普及を図る。 

(2) 事業期間 

平成28年度～ 

(3) ５年度事業内容  

地域の認知症予防教室への講師（リハ職、介護福祉士及び社会福祉士）派遣や、認知症予防に効果的 

な食生活等、認知症予防に関する知識の普及啓発 等 

 

２．認知症本人発信支援事業（340千円） 

(1) 事業内容   

認知症に対する社会一般のイメージ改善や、認知症本人等の不安軽減を図るため、認知症本人等を交

えた座談会等を実施する。 

(2) 事業期間   

令和２年度～ 

(3) ５年度事業内容 

県内の地域ごとに、認知症本人同士の交流会を開催することでピアサポートを実施するとともに、認

知症の本人と支援者等との座談会を実施する。 

 

３．認知症早期発見・対応強化事業（3,467千円） 

(1) 事業内容   

認知症の早期発見・対応を強化するため、専門の看護師を配置する。 

(2) 事業期間   

令和元年度～ 

(3) ５年度事業内容 

認知症の早期発見・受診勧奨等を行うため、運転免許センターに認知症の相談等に応じる看護師を配

置し、市町の地域包括支援センターによる支援につなげる。 

 

４．認知症地域サポート推進事業（3,054千円） 

(1) 事業内容 

認知症の診療に習熟するため、かかりつけ医等への助言その他の支援を行うとともに、専門医療機関

や地域包括支援センター等との連携の推進役となる認知症サポート医を養成する。 

(2) 事業期間 

平成17年度～ 

(3) ５年度事業内容 

市町の認知症初期集中支援チーム員としても活躍できるよう、認知症サポート医の養成とフォロー

アップのための研修等を行う。 

 

５. 認知症疾患医療センター運営事業（26,313千円） 

(1) 事業内容 

地域における認知症疾患の保健医療水準の向上を図ることを目的とし、認知症疾患医療センターを

設置・運営する。 

(2) 事業期間 
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平成23年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 認知症医療体制検討委員会の開催 

認知症疾患医療センターの運営に関する意見交換や、認知症専門医療機関の基準等の選定を行う。 

② 認知症疾患医療センターの設置・運営 

「県認知症疾患医療センター運営事業実施要綱」に基づき、鑑別診断や専門医療相談、研修会や医 

療連携協議会の開催等の業務を委託する。 

 

６．市町職員認知症従事者研修事業（1,978千円） 

(1) 事業内容 

認知症の人とその家族に対する早期診断・早期対応や支援を行うため、各市町に設置する「認知症初 

期集中支援チーム」の専門職研修や、地域の実情に応じて認知症の人とその家族を支援する「認知症地

域支援推進員」の研修を行う。 

(2) 事業期間 

平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

「認知症初期集中支援チーム」の専門職研修、「認知症地域支援推進員」の研修を実施するとともに、

地域における認知症ケアの多職種協働を推進するための研修を実施する。 

 

７．認知症介護実践者等養成事業（1,893千円） 

(1) 事業内容 

認知症介護を提供する事業所の適正な運営やサービスの資の向上を図る。 

(2) 事業期間 

平成18年度～ 

(3) ５年度事業内容 

認知症高齢者グループホームや小規模多機能型事業所等の開設者や管理者等に対し、認知症介護に

必要な知識を習得する研修等を実施する。 

 

８．若年性認知症施策推進事業（3,600千円） 

(1) 事業内容 

若年性認知症の人やその家族に対する支援を行う。 

(2) 事業期間 

平成28年度～ 

(3) ５年度事業内容 

若年性認知症支援コーディネーターの配置等 

 

９．行方不明高齢者家族等支援事業（190千円） 

(1) 事業内容 

認知症等による行方不明高齢者を早期発見・保護するため、警察や地域などの協力のもと、見守りの 

ためのネットワーク構築を実施する市町への支援を行う。 

(2) 事業期間 

平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

認知症の行方不明高齢者の捜索に関わる市町、警察、県の担当者会議を開催するとともに、 関係機

関や民間事業者・団体などをメンバーとするかがわ高齢者見守りネットワーク会議を開催し、県全体の

行方不明高齢者の捜索・発見・通報・保護や見守りに関する研修や意見交換を行う。 

 

10．成年後見利用促進事業（950千円） 

(1) 事業内容 

成年後見制度の利用促進を図るとともに、成年後見制度に関する中核機関の運営に関する広域的な
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取組や体制整備について、市町を支援する。 

(2) 事業期間 

平成30年度～ 

(3) ５年度事業内容 

専門職や家庭裁判所等との協議や市町職員・中核機関職員向け研修会を開催するとともに、県民から

の相談やケース会議に対応するため、専門職を派遣する。 

 

11．市民後見人養成事業（2,157千円） 

(1) 事業内容 

専門職団体等と連携して、市民後見人養成など市町の取組の支援を行う。 

(2) 事業期間 

平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

市民後見人養成研修の実施や専門職による市民後見人養成に関する相談受付などの市町支援を行う。 

 

12．高齢者虐待防止推進事業（569千円） 

(1) 事業内容 

高齢者虐待への対応を中心とした権利擁護に関する専門的相談体制を構築するとともに、施設にお

ける身体拘束廃止に向けた取組みへの支援を行う。 

(2) 事業期間 

平成20年度～ 

(3) ５年度事業内容 

香川県弁護士会及び香川県社会福祉士会で構成する虐待対応専門職チームと連携し、権利擁護相談

窓口を設置するとともに、市町職員等を対象とした事例検討会等を実施する。また、施設等の看護職員

を対象とした身体拘束廃止に係る研修を行う。 

 

○新 13．チームオレンジ設立支援事業（1,600千円） 

(1) 事業内容 

地域で認知症の人を支援する仕組みであるチームオレンジを市町が円滑に設立できるよう支援する。 

(2) 事業期間 

令和５年度～ 

(3) ５年度事業内容 

チームオレンジを設立予定の市町に対し、チーム設立に必要な研修を実施するために医療専門職等

による相談などの必要な支援等を行う。 
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（事業番号：５２） 

事  業  名 障害者総合支援法施行等事業 

当 初 予 算 額 7,974,600千円 担当課 健康福祉部障害福祉課（内線3246、3232、3240、3243） 

取組みの方向 障害者が住み慣れた地域において、それぞれの障害や個性に応じて自分らしく生活していけるよう、障害者

総合支援法に定める障害福祉サービスの適切な実施や充実を図る。 

事 業 概 要 １．事業内容 

障害者介護給付費等不服審査会の運営等を行うとともに、障害者総合支援法に基づき、介護給付・訓練

等給付事業などの自立支援給付、自立支援医療及び療養介護医療に要する経費の一部を負担する。 

 

２．事業期間 

   平成18年度～ 

 

３．５年度事業内容 

(1) 障害者総合支援法施行事業（19,194千円） 

① 障害者介護給付費等不服審査会運営費（131千円） 

障害者総合支援法に基づく「障害者介護給付費等不服審査会」の運営を行う。 

② 障害者自立支援医療審査事務委託料（19,063千円） 

障害者自立支援医療費（更生医療、育成医療、精神通院医療）等の請求を審査する事務の委託を行う。 

 

(2) 介護給付・訓練等給付・補装具費支給事業（4,668,126千円） 

① 介護給付・訓練等給付事業（4,601,874千円） 

障害者総合支援法に基づき、各市町が支出する介護給付費、訓練等給付費及び計画相談支援給付費

等に要する費用の4分の1を負担する。 

② 補装具費支給事業（66,252千円） 

障害者総合支援法に基づき、各市町が支出する補装具の購入又は修理に要する費用の 4 分の 1 を

負担する。 

 

  (3) 障害児施設給付費（1,166,603千円） 

 児童福祉法に基づき、障害児施設入所給付費を負担するとともに、市町における障害児施設通所給付費

の支給に要する経費の一部を負担する。 

 

(4) 自立支援医療負担金（2,055,225千円） 

更生医療、育成医療及び精神通院医療に必要な経費の一部を負担する。 

 

(5) 療養介護医療費（65,452千円） 

進行性筋萎縮症者等に対し、市町が支出する療養介護医療費の一部を負担する。 
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（事業番号：５３） 

事  業  名 障害者施設整備・就労支援事業 

当 初 予 算 額 789,966千円 担当課 
健康福祉部障害福祉課（内線3240）、 

農林水産部農業生産流通課（内線3777） 

取組みの方向 障害者が住み慣れた地域で安心して暮らしていくことのできるよう、障害福祉サービス事業所等の整備を進

め、障害福祉サービスの充実を図るとともに、工賃向上や共同受注窓口による受注拡大、実習先開拓に取り組

み、障害者の就労を支援する。 

 

事 業 概 要 １．事業内容 

障害福祉サービス事業所等の整備を促進することにより、在宅障害者の生活支援や活動の場の拡大を図

る。 

また、福祉的就労を行う障害者の工賃の向上に取り組むとともに、一般企業への就労・定着を支援する。 

 

２．事業期間 

平成15年度～ 

 

３．５年度事業内容 

(1) 障害福祉サービス事業所等施設整備事業（740,188千円） 

障害福祉サービス事業所、グループホーム等の新設等に要する経費を補助する。 

 

(2) 障害者就労事業所支援事業（1,415千円） 

就労継続支援事業所の利用者の工賃向上を図るため、新規事業立ち上げや販路開拓等を支援する専

門家を派遣するとともに、職員の意識啓発のためのセミナーを開催する。 

 

(3) 共同受注窓口機能強化事業（24,065千円） 

① 複数の事業所が共同して受注を行う共同受注窓口にコーディネーターを配置するとともに、新商品

開発や販売促進等の専門家派遣等を行い、窓口の機能強化と安定的な運営を図る。 

② 事業所の農福連携への参入を促すコーディネーターを配置するなどして、香川型農福連携の促進を

図る。 

 

○新 (4) 障害者の「仕事・担い手開拓」推進事業（4,061千円） 

共同受注窓口にスーパーバイザーを配置し、新規業務の開拓や既存業務の拡充を行うとともに、新

しい担い手を獲得することで、共同受注窓口の売り上げを増加させ、工賃向上を支援する体制を強化

する。 

 

(5) 障害者の「働く場開拓・就労定着」推進事業（7,300千円） 

障害者の実習先の開拓や企業と就労系事業所のマッチング、障害者就業・生活支援センターとの連

携を推進するコーディネーターを配置し、障害者の一般就労の推進を図るとともに、就労定着のため

のコーディネーターを配置し、就職後の就労定着を支援する体制の強化を図る。 

 

(6) 重症心身障害児（者）にかかる在宅支援事業（12,592千円） 

在宅の重症心身障害児（者）の短期入所に対応できる体制整備のため、医療型短期入所事業者に対し

て補助する。 

 

(7) かがわ農福連携活動推進事業（345千円） 

農業を支える人材として、障害者が活躍できる機会を創出するため、農業者と障害者の相互理解の

促進を図るとともに、農業の技術的な支援・指導を行う人材を育成する。 
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（事業番号：５４） 

事 業 名 地域生活支援事業 

当初予算額 336,794千円 担当課 
健康福祉部障害福祉課（内線3246、3243、3240、3232） 

健康福祉総務課（内線3363） 

取組みの方向 障害者が地域で自立して暮らしていけるよう、施設等からの地域生活移行を図るとともに、相談支援体制の

充実、働く場の確保、その他地域の特性や利用者の状況に応じた事業を積極的に実施する。 

事 業 概 要 １．事業内容 

障害者スポーツの普及強化、相談支援のための研修の実施、障害者就業・生活支援センターによる就労

支援、障害者の権利擁護等、地域の実情に応じた事業を実施する。 

 

２．事業期間  平成18年度～ 

 

３．５年度事業内容  

(1) 障害者スポーツ普及事業（30,578千円） 

国際大会で活躍できる選手の育成・強化や障害者スポーツの環境整備や人材育成を行うとともに、障

害者スポーツ体験会及び県障害者スポーツ大会の開催、全国障害者スポーツ大会への派遣を行い、スポ

ーツを通じて、障害者と健常者が交流を図り、障害者の社会参加を促進する。 

① 障害者スポーツ普及強化事業（18,509千円） 

② 全国障害者スポーツ大会派遣事業等（12,069千円） 

 

(2) 障害者文化芸術活動推進事業（2,500千円）（再掲） 

障害者が文化芸術を享受できる環境や多様な文化芸術活動を行うことができるよう、障害者芸術文

化活動支援センターを中心に障害者の文化芸術活動を推進する。 

  

(3) サービス・相談支援者、指導者育成事業（13,884千円） 

障害福祉サービスや相談支援を円滑に実施するための人材育成として、各種研修（相談支援従事者研

修、障害支援区分認定調査員研修、サービス管理責任者研修、主治医研修等）の実施及び研修指導者の

育成を行う。 

 

(4) 圏域相談支援機能強化事業 (2,000千円) 

各障害保健福祉圏域の相談支援体制の質の向上を図るため、スキルの高い相談支援専門員をアドバ

イザーとして派遣し、指導・助言等を行う。 

 

(5) 専門的相談支援事業（48,951千円） 

① 障害者就業・生活支援センター運営事業（25,004千円） 

就業・日常生活等の支援を必要とする障害者に対し、必要な指導・助言を行う障害者就業・生活支援セ

ンターの運営を行う。（4か所分） 

② 障害児等療育支援事業（23,947千円） 

療育等支援施設において療育指導等を実施する。（委託先：8施設） 

 

(6) 生活訓練等事業等（17,020千円） 

生活訓練等事業をはじめ、身体障害者補助犬給付事業など、障害者のニーズに対応した各種給付事業

等を実施する。 

① 生活訓練等事業、身体障害者補助犬給付事業等（8,803千円） 

② 意思疎通支援事業、社会参加促進事業（7,794千円）（再掲） 

③ 県自立支援協議会事業（423千円） 
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 (7) 市町地域生活支援事業費補助（151,778千円） 

市町が実施する地域生活支援事業等の費用の一部を補助する。 

 

(8) 障害者権利擁護事業（5,451千円） 

① 成年後見制度普及啓発事業（1,400千円） 

専門家による研修会や成年後見制度の普及啓発を行うことにより、制度利用が必要な障害者等の利

用促進を図る。 

② 成年後見法人後見支援事業（2,000千円） 

障害者が継続的に安定した後見を受けることができるよう、法人後見に関する研修等を実施し、法 

人後見の普及を図る。 

③ 障害者虐待防止対策支援事業（990千円） 

障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行うため、地域における関 

係機関等の支援体制の強化を図るとともに、虐待防止に関する研修や専門家派遣事業を実施するほ

か、県障害者権利擁護センターの運営を行う。 

④ 障害者差別解消推進事業（1,061千円） 

障害者差別解消法及び障害のある人もない人も共に安心して暮らせる社会づくり条例の施行を受 

け、周知啓発による障害や障害者に対する県民の理解促進に努めるなど条例等の適切な運用を図る。 

 

(9) 地域生活定着支援センター事業（32,500千円） 

高齢や障害により、特別な支援が必要な刑務所等出所予定者に出所後の福祉サービス調整等の支援

を行うとともに、刑事手続の入口段階にある高齢・障害のある方に対し、釈放後直ちに居住や福祉サー

ビスの調整等の支援を行う。 

 

 (10) 医療的ケア児等に対する支援対策事業（10,853千円） 

医療的ケア児者やその家族が、適切な支援を受け、住み慣れた地域で生活できるよう、総合的な支援

体制を整備する。 

 ① 医療的ケア児等支援センターの運営 

  ・相談対応、助言、情報交換、交流の場の提供等による当事者等への支援、コーディネーター等支 

   援者に対するフォローアップなど 

○新・社会福祉士の配置、資質向上研修の実施等 

② 香川県自立支援協議会（医療的ケア部会）の運営 

 

(11) 地域包括ケアシステム構築推進事業（1,566千円） 

精神障害者が地域の一員として自分らしく暮らせることを目指し、保健・医療・福祉関係者が連携し、

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向け地域の支援体制の整備等を図る。 

 

(12) 難聴児補聴器購入費用助成費補助事業（1,049千円） 

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児の健全な発達を支援するため、市町が補

聴器の購入に要する費用の一部を助成した場合に、当該費用の一部を補助する。 

 

(13) 包括的支援体制整備事業（18,664千円） 

地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応するため、包括的な支援体制の構築が円滑に推進され

るよう、市町に対し必要な支援を行う。 

・市町や相談支援機関の職員等を対象とする研修等を行うことにより、市町における包括的な支援

体制の構築を支援する。 

○新・市町が実施する重層的支援体制整備事業の費用の一部を補助する。 
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（事業番号：５５） 

事 業 名 発達障害者等支援事業 

当初予算額 85,546千円 担当課 健康福祉部障害福祉課（内線3243）、子ども家庭課（内線3215） 

取組みの方向 多様な障害のある障害者が地域で自立して暮らしていけるよう、発達障害者やひきこもり者等への地域にお

ける総合的な支援体制の整備及び支援の充実を図る。また、相談体制の整備等自殺予防対策の強化を図る。 

事 業 概 要 １．発達障害者支援事業（33,231千円） 

(1) 事業内容  発達障害児（者）の乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する一貫した 

支援体制を整備する。 

(2) 事業期間  平成17年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 発達障害者支援センター運営事業（23,905千円） 

発達障害児（者）に対する支援の地域拠点として、発達障害児（者）や家族からの相談に応じ、指  

導や助言を行うとともに、関係施設との連携により、地域における総合的な支援体制の整備を図る。 

（運営委託先：社会福祉法人かがわ総合リハビリテーション事業団） 

② 発達障害者支援体制整備事業（9,326千円） 

発達障害者地域支援マネジャー配置による発達障害者支援センターの地域支援機能強化や、ペアレ

ントメンター（先輩保護者）養成による家族支援体制の構築等により、乳幼児期から成人期までの各

ライフステージに対応する一貫した発達障害児(者)支援体制の整備を図る。 

 

２．気になる子どもの支援事業（4,261千円） 

(1) 事業内容  市町における5歳児健診等の実施状況を踏まえ、発達障害児等の「気になる子ども」を 

支援するため、専門研修等による関係者の資質向上を図るとともに、拠点病院を中核と 

して、関係機関の連携支援体制の強化を図る。 

(2) 事業期間  平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 子どものかかりつけ医等に対する専門研修の実施（県医師会） 

② 拠点病院（四国こどもとおとなの医療センター）を中核として、気になる子どもの連携支援体制を強

化し、個別支援体制の充実を図る。 

 

３．ひきこもり対策事業（13,081千円） 

(1) 事業内容  ひきこもりの長期化・高齢化に対応し、きめ細やかな支援ができるよう、ひきこもり対 

策の総合的な支援体制を整備する。 

(2) 事業期間  平成23年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① ネット・ゲーム依存症との関係など、ひきこもりの原因分析・調査 

② 支援実績のある民間人を雇用し、市町等のひきこもり支援体制を強化 

③ ひきこもり専門相談員派遣により、身近な地域相談職員のスキルの向上と相談機能の充実 

④ 交流・社会参加・体験のできる多様な居場所 

    ・交流・社会参加・体験のできる居場所（県内３カ所） 

○新・外出に抵抗のあるひきこもり当事者及び家族が社会と繋がるためのオンライン居場所 

⑤ ひきこもりの予防・早期対応を図るためのペアレント・トレーニングの実施 

  

４．高次脳機能障害支援普及事業（632千円） 

  相談支援や地域支援ネットワークの構築など、高次脳機能障害者支援に向けた取組みを進める。 

 

５．強度行動障害者対応力強化事業（958千円） 

(1) 事業内容  川部みどり園において、強度行動障害者に対する支援スキルの向上を図るとともに、 

障害福祉サービス事業所等の職員に対する研修等において蓄積されたノウハウを提供 

するなどにより、強度行動障害者の対応力強化を図る。 

(2) 事業期間  平成27年度～ 
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  (3) ５年度事業内容 

川部みどり園において、専門家による定期的な指導により支援スキルの向上を図るとともに、障害 

福祉サービス事業所等の職員を対象とした強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を開催する。 

 

６．自殺予防対策推進事業（23,047千円） 

(1) 事業内容  自殺予防のための相談支援体制の充実、人材の養成、普及啓発、民間団体の特徴を生か 

した自殺予防事業を実施する。 

(2) 事業期間  平成21年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 専門家を活用した自殺予防対策のための包括支援相談の実施や、新聞・ラジオ等による広報、ポスタ

ー・パンフレットの作成・配布、出前授業や講演会の開催等による普及啓発事業の実施等により、総

合的な自殺予防対策を実施する。 

② 市町の自殺対策事業に補助するとともに、県内において自殺予防対策に取り組む民間団体の活動を支

援する。 

 

７．依存症者回復支援事業（6,316千円） 

(1) 事業内容  ギャンブル、アルコールなどの依存症者に対して、依存症からの回復の支援を行う。 

(2) 事業期間  平成29年度～ 

(3) ５年度事業内容 

依存症回復プログラムを実施するとともに、依存症対策研修会や啓発等を行う。 

 

８．ネット・ゲーム依存症対策事業（4,020千円） 

(1) 事業内容  ネット・ゲーム依存症を治療できる医療提供体制の充実を図るため、回復プログラム 

の活用促進や医療従事者等の人材養成、家族教室を実施する。 

(2) 事業期間  令和２年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 依存回復プログラムの活用（3,440千円） 

・日常生活でネット・ゲームの利用を見直したい方を対象に、一定期間ネット環境から離れた生活を

送るオフラインキャンプを実施する。 

○新・回復プログラムの簡易版（小学生向け）作成、効果検証 

② 医療従事者の養成研修（280千円） 

久里浜医療センターが実施する専門研修に医療従事者等を派遣する。 

③ 家族教室の実施（300千円） 

ネット・ゲーム依存の子どもを持つ家族を対象とした家族教室、家族向け研修会を実施する。 
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（事業番号：５６） 

事  業  名 後期高齢者医療助成事業 

当 初 予 算 額 15,737,475千円 担当課 健康福祉部医務国保課（内線3307） 

取組みの方向 後期高齢者に対する適切な医療給付等を確保することにより、健康長寿の実現を図る。 

 

 

 

事 業 概 要 １．事業内容 

香川県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の財政基盤強化策を講じることにより、後期高齢

者医療財政の安定化を図る。 

 

２．事業期間 

   平成20年度～ 

 

３．５年度事業内容 

(1) 後期高齢者医療費負担金（12,246,584千円） 

広域連合が給付する医療費の一部を負担する。（国4/12、県1/12、市町1/12） 

 

(2) 後期高齢者医療高額医療費負担金（887,521千円） 

高額な医療費の発生による財政リスクを軽減するため、１件 80 万円を超える高額医療費の一部を負

担する。（国1/4、県1/4、広域連合1/2） 

 

(3) 後期高齢者医療保険基盤安定事業負担金（2,603,181千円） 

低所得者等の保険料負担を軽減するため、低所得者等に対する保険料軽減相当額の一部を負担する。 

（県3/4、市町1/4） 

 

(4) 後期高齢者医療財政安定化基金事業（189千円） 

保険料未納や給付の見込み違い等による財政不足に対応するため、財政安定化基金に積み立てを行う

とともに、広域連合に対する貸付及び交付を行う。 
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（事業番号：５７） 

事  業  名 国民健康保険事業 

当 初 予 算 額 8,833,683千円 担当課 健康福祉部医務国保課（内線3305） 

取組みの方向 平成 30 年度から国民健康保険制度が都道府県単位化され、県は財政運営の責任主体として、国保運営の中

心的な役割を担うことから、市町と連携して、安定的な財政運営や効率的な事業運営を図るとともに、安心で

質の高い医療の確保を図る。 

事 業 概 要 １．事業内容 

県は国民健康保険の財政運営の責任主体として、国保運営の中心的な役割を担うことから、市町と連携

して、安定的な財政運営や効率的な事業運営を図る。 

 

２．事業期間 

(1) 保険基盤安定負担金            平成４年度～ 

(2) 高額医療費負担金             昭和63年度～ 

(3) 県繰入金（財政調整交付金）        平成17年度～ 

(4) 国民健康保険事業広域化等推進事業     平成30年度～ 

(5) 国民健康保険特定健康診査・保健指導事業  平成20年度～ 

(6) 国民健康保険運営事業           平成30年度～ 

 

３．５年度事業内容 

(1) 保険基盤安定負担金（3,451,170千円） 

低所得者等の保険料（税）負担を軽減するため、低所得者等に対する保険料（税）軽減相当額の一部

と、低所得者の数に応じて算定した額の一部を国、県、市町が負担する。   

区 分 金額（千円） 負担区分 

① 保険料（税）軽減分 2,939,910 県3/4、市町1/4 

② 未就学児均等割保険料（税）軽減分 12,055 国1/2、県1/4、市町1/4 

③ 保険者支援分 499,205 国1/2、県1/4、市町1/4 

 

(2) 高額医療費負担金（769,006千円） 

高額な医療費の発生による国保財政に与える影響を緩和するため、高額医療費の一部を国、県が負担

する。（国1/4、県1/4） 

 

(3) 県繰入金（財政調整交付金）（4,452,608千円） 

国民健康保険の財政の安定化を図り、市町の財政状況その他の事情に応じた調整を行うため、国民健

康保険事業特別会計への繰出しを行う。 

 

(4) 国民健康保険事業広域化等推進事業（28,441千円） 

国民健康保険の運営に必要な事項の協議、標準化に向けた保健事業の検討等を行う。 

 

(5) 国民健康保険特定健康診査・保健指導事業（132,458千円） 

国民健康保険が行う特定健康診査・特定保健指導に要する費用の一部を負担する。 

 

(6) 国民健康保険運営事業 

県は国民健康保険の財政運営の責任主体として、国民健康保険事業特別会計を設置し、県全体の保険

給付等に必要な費用を支払い、市町ごとの国民健康保険事業費納付金の納付等を受ける。 

また、給付増や保険料収納不足等により財源不足が生じた場合に備え、財政安定化基金に積み立てを

行うとともに、市町に対する貸付・交付等を行う。 
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（事業番号：５８） 

事 業 名 地域医療提供体制等整備推進事業 

当初予算額 859,117千円 担当課 健康福祉部医務国保課（内線3318、3324、3329、3348） 

取組みの方向  急性期からリハビリ期、維持期、在宅までの切れ目のないケアを確保するため、急性期病院の後方支援機能

や在宅医療体制の充実・強化、遠隔医療の推進や地域医療連携ネットワークの充実、医療と介護の連携強化な

ど、医療資源の効率的な活用と医療連携体制の強化を図る。 

事 業 概 要 １．地域医療構想推進事業（1,892千円） 

(1) 事業内容 

県民が各地域でそれぞれの状態に応じた適切な医療を受けられる体制の構築に向けて、医療関係者、

有識者等との協議により、地域医療構想の実現のための検討を行う。 

(2) 事業期間  平成26年度～ 

(3) ５年度事業内容 

地域医療構想の実現に当たり、構想区域ごとの地域医療構想調整会議等において、関係者との連携を

図りつつ必要な協議を行う。 

 

２．在宅医療基盤整備拡充事業（1,961千円） 

(1) 事業内容 

県民が住み慣れた地域で安心して過ごせるよう、在宅医療の推進に取り組む。また、人生の最終段階

における医療・ケアを県民が自らの希望に基づき決定できる体制の確保を図る。 

(2) 事業期間  令和元年度～ 

(3) ５年度事業内容 

・在宅医療の確保及び連携体制の構築に対する課題の抽出と対応策の検討等を行うほか、人生の最終段

階の医療・ケアについて、普及啓発を行う。 

・新興感染症にも対応できる在宅医療体制の構築のため、在宅医療の推進に取り組む自治体への補助、

在宅医療に係るスタートアップ事業を実施する。 

 

３．臓器・骨髄等移植推進事業（6,899千円） 

(1) 事業内容 

救える命を１人でも多く救うため、臓器等を提供する善意の意思が尊重されるよう、骨髄等提供者へ

の支援等を行うとともに、移植医療の普及啓発を行う。 

(2) 事業期間  平成30年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 移植医療普及啓発事業（580千円） 

学校における命の大切さを考える授業等により、臓器・骨髄等移植について正しい知識の普及啓発を 

行うとともに、臓器提供の意思表示等を促進する。 

② 臓器提供者確保推進等事業（5,139千円） 

臓器提供者の確保の推進を図るため、香川いのちのリレー財団が実施する臓器移植院内コーディネ

ーターの充実強化、県臓器移植連絡調整者の設置に要する経費等を補助する。 

③ 骨髄等提供者確保推進事業（1,180千円） 

骨髄等提供者の確保を図るため、骨髄等移植ドナーに対する助成金交付事業を実施する市町への補

助や、企業等におけるドナー休暇制度の普及促進に取り組み、関係機関と連携・協力して、県民の骨髄

等移植に対する関心を高めるとともに、骨髄等の提供を希望する者が骨髄等を提供しやすい環境の整

備を行う。 

 

４．病床機能分化連携基盤整備事業（382,620千円） 

(1) 事業内容 

病床の機能分化や連携を図るために、医療機関が行う施設設備整備に要する経費の一部を補助する。 

(2) 事業期間  平成27年度～ 
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(3) ５年度事業内容 

リハビリテーション等の回復期機能の充実に向けた病床転換や設備の整備等、医療機能の分化・連携

に資する医療機関の整備に要する経費の一部を補助する。 

 

５．地域医療連携ネットワーク整備事業（21,000千円） 

(1) 事業内容 

本県における医療情報連携を推進し、効率的かつ質の高い医療を持続的に提供する体制を維持するた 

め、かがわ医療情報ネットワーク協議会が運営する、かがわ医療情報ネットワーク（Ｋ－ＭＩＸ Ｒ）を

活用し、診療所・薬局・介護事業所等を含む県内医療機関などの連携や機能分担・業務効率の改善に取

り組む。 

(2) 事業期間  平成24年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① かがわ医療情報ネットワーク連携拡大支援事業（19,000千円） 

かがわ医療情報ネットワーク（Ｋ－ＭＩＸ Ｒ）への参加医療機関の設備整備を補助する。 

② かがわ医療情報ネットワーク運営支援事業（2,000千円） 

かがわ医療情報ネットワーク（Ｋ－ＭＩＸ Ｒ）を運用する、かがわ医療情報ネットワーク協議会の

運営等を支援する。 

 

６．レセプト情報活用診療支援システム改修等事業（28,080千円） 

(1) 事業内容 

臨床診療において、特に初診患者の背景（病歴、治療歴等）を速やかに把握し、より適切な診療につ

なげるため構築した、レセプト情報を活用する診療支援システム（Ｋ－ＭＩＸ Ｒ ＢＡＳＩＣ）の改修

等を行う。 

(2) 事業期間    令和５年度～ 

(3) ５年度事業内容 

２年間の実証事業（令和３～４年度）を踏まえ、レセプト情報活用診療支援システム（Ｋ－ＭＩＸ Ｒ 

ＢＡＳＩＣ）の実装のため、かがわ医療情報ネットワーク（Ｋ－ＭＩＸ Ｒ）と一体化を図るなど、シス

テム改修等を行う。 

 

７．遠隔医療ネットワーク推進事業（16,559千円） 

(1) 事業内容 

かがわ医療情報ネットワークの参加医療機関の拡大のため、加入医療機関に対し、遠隔医療設備整備

等に要する経費を補助する。 

(2) 事業期間    平成14年度～ 

(3) ５年度事業内容 

遠隔での病理診断の支援や助言を可能とするため、遠隔医療の実施に必要なコンピュータ及び付属機

器等の購入費を補助する。 

 

８．医療施設近代化施設整備事業（288,686千円） 

(1) 事業内容 

医療資源の効率的な再編及び地域医療の確保に配慮しつつ、病院（精神病棟及び結核病棟）における

患者の療養環境、医療従事者の職場環境、衛生環境の改善及びへき地や都市部の診療所の円滑な承継の

ための整備を促進し、医療施設の経営の確保を図るために医療機関が行う施設整備事業に要する経費に

ついて補助する。 

(2) 事業期間    平成７年度～ 

(3) ５年度事業内容 

精神病棟における患者の療養環境、医療従事者の職場環境、衛生環境の改善のための施設整備事業に

要する経費の一部を補助する。 
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９．小豆構想区域医療機能分化連携支援事業（42,750千円） 

(1) 事業内容 

小豆島中央病院が小豆構想区域の地域医療や地域包括ケア体制の核となるための医師、看護師等確保

の推進等に要する経費の一部を補助する。 

(2) 事業期間  平成28年度～ 

(3) ５年度事業内容 

医師等の研修、寄附講座の設置による医師確保、夜間等における救急艇を用いた島外搬送体制の整備

等に要する経費の一部を補助する。 

 

10．スプリンクラー等施設整備事業（32,908千円） 

(1) 事業内容 

有床診療所等が行うスプリンクラー設備の設置に要する経費の一部を補助する。 

(2) 事業期間  平成26年度～ 

(3) ５年度事業内容 

安全な医療提供体制の整備を図るため、消防法施行令の改正によりスプリンクラー等の設置義務が課 

された医療機関に対し、その設置に要する経費の一部を補助する。 

 

11．分娩取扱施設設備整備事業（17,172千円） 

(1) 事業内容 

周産期医療体制の確保を図るために、分娩取扱施設が行う設備整備に要する経費の一部を補助する。 

(2) 事業期間  令和３年度～ 

(3) ５年度事業内容 

分娩取扱施設が行う、分娩に必要な分娩台、超音波診断装置、分娩監視装置等の整備に要する経費の

一部を補助する。 

 

12．死亡時画像診断システム等整備事業（18,590千円） 

(1) 事業内容 

死亡時の病態把握や死因究明体制の推進を図るため、死因究明の中核的な役割を果たす医療機関に対 

し、画像診断システムの整備費用の一部を補助する。 

(2) 事業期間  令和４年度～ 

(3) ５年度事業内容 

死因究明の中核的な役割を果たす医療機関に対し、死亡時画像診断に必要な設備の整備に要する経費

の一部を補助する。 
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（事業番号：５９） 

事 業 名 救急医療対策事業 

当初予算額 725,771千円 担当課 

健康福祉部医務国保課（内線3320、3329）、 

健康福祉総務課（内線3128、3114）、障害福祉課（内線3243）、

薬務課（内線3354） 

取組みの方向 事故や急病などの場合に適切な医療がより早く受けられるよう、ドクターヘリ等を活用し救急医療体制を強

化するとともに、比較的軽症の患者に対応する初期救急医療体制の構築などにより、県民が安心して暮らせる

環境を整備する。また、大規模災害発生時等にも医療提供体制が機能するよう、医療機関の充実・強化を図る。 

事 業 概 要 １．救急医療施設運営支援事業（590,950千円） 

(1) 広域災害・救急・周産期医療情報システム運用等事業（31,588千円） 

① 事業内容 

初期、２次、３次救急医療体制を情報面から支援するため、救急隊が傷病者の搬送情報を入力し、医

療機関も含めた情報の共有化を図るとともに、災害時には、全国との連携も可能なオンラインネットワ

ークシステムを運用する。 

② 事業期間    平成７年度～ 

③ ５年度事業内容 

・システムの運用を行う。 

・全国統一の医療機能情報提供制度に対応するため、現在運用する広域災害・救急・周産期医療情報シ

ステムの改修を行う。 

○新・現行システムの運用が令和５年度で契約期間満了を迎えるため、令和６年度からの次期システムを開

発する。 

 

(2) 精神科救急医療システム整備事業（59,569千円） 

① 事業内容 

緊急な医療を必要とする精神障害者等に対し、迅速かつ適切な医療サービスを提供する体制を整備

する。 

② 事業期間  平成16年度～ 

③ ５年度事業内容 

・緊急な医療を必要とする精神障害者等のため、輪番制による夜間・休日の救急医療体制を確保する。 

また、精神科救急情報センター（県立丸亀病院）において関係機関との連絡調整を行う。 

・精神科救急拠点病院（県立丸亀病院）において、処遇が困難な患者や精神科輪番病院で対応できなか

った患者の受入れを行う。 

・身体合併症拠点病院（回生病院）において、身体合併症患者の受入れを行う。 

・精神障害者が安心して地域で生活を送れるよう、夜間・休日における精神医療相談窓口を設置する。 

 

(3) 救命救急センター運営費補助事業（135,280千円） 

① 事業内容 

脳卒中、心筋梗塞、頭部外傷等の重篤な救急患者の医療を確保するため、24 時間体制で重篤救急患

者を受け入れる県立中央病院の救命救急センターの運営に要する経費の一部を補助する。 

② 事業期間  昭和55年度～ 

③ ５年度事業内容 

医師等医療従事者の確保に要する経費等の一部を補助する。 

 

(4) 小児救急医療支援事業（12,804千円） 

① 事業内容 

小児の二次救急医療体制の確保に要する経費の一部を補助する。 

② 事業期間  平成12年度～ 

③ ５年度事業内容   

大川、三豊の各保健医療圏で小児救急医療体制確保にかかる事業について必要な経費の一部を補助

する。 
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(5) 小児救命救急センター設置運営支援事業（70,538千円） 

① 事業内容 

重篤な小児救急患者に対する医療を確保するため、小児救命救急センターの運営に対する経費の一

部を補助する。 

② 事業期間  平成25年度～ 

③ ５年度事業内容 

小児救命救急センターの運営に係る経費の一部を補助する。 

 

(6) 搬送困難事例受入医療機関支援事業（14,164千円） 

① 事業内容 

救急患者の搬送について、長時間搬送先が決まらない受入困難事案患者を受け入れる医療機関に対 

し、医療体制確保のための経費の一部を補助する。 

② 事業期間  平成26年度～ 

③ ５年度事業内容 

受入困難事案患者を受け入れる医療機関に対して必要な経費の一部を補助する。 

 

(7) 病院群輪番制病院施設設備整備事業（28,742千円） 

① 事業内容 

病院群輪番制方式による二次救急医療体制を確保するため、市町以外の者が実施する病院群輪番制

病院の施設設備整備事業について、市町が補助する事業に補助する。 

② 事業期間  昭和52年度～ 

③ ５年度事業内容 

病院群輪番制病院として必要な施設や設備の整備に要する経費を補助する。 

 

(8) ドクターヘリ運航事業（238,265千円） 

① 事業内容 

救急医療や災害医療の充実・高度化を図るため、香川大学医学部附属病院や県立中央病院、消防機関 

等と連携して、ドクターヘリを運航する。 

② 事業期間  令和４年度～ 

③ ５年度事業内容 

運航調整委員会の開催、ドクターヘリ運航の委託、フライトドクター・ナースの確保に要する経費の 

補助等を行う。 

 

２．救急医療体制支援事業（54,929千円） 

(1) 夜間救急電話相談事業（28,063千円） 

① 事業内容 

夜間の急病について、看護師等が電話で相談・助言する体制を整備する。 

② 事業期間  平成16年度～ 

③ ５年度事業内容 

一般向け・小児向けの夜間救急電話相談の実施を委託する。 

 

(2) 救急患者退院コーディネーター事業（22,687千円） 

① 事業内容 

急性期を脱した救急患者の円滑な転床・転院を促進し、施設内・施設間の連携を担当するコーディネ 

ーターの配置を支援する。 

② 事業期間  平成23年度～ 

③ ５年度事業内容 

医療機関が救急患者退院コーディネーターを配置する経費の一部を補助する。 
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(3) 救急救命士病院実習受入促進事業（3,029千円） 

① 事業内容 

救急救命士の資質向上を図るため、救急救命士の実習受入病院を支援する。 

② 事業期間  平成23年度～ 

③ ５年度事業内容 

医療機関が行う救急救命士の病院実習を支援する。 

 

(4) 救急医療体制等整備事業（1,150千円） 

① 事業内容 

救急医療の初期体制の強化を図るため、中小規模の医療機関の医師・看護師等を対象とした救急に係

る応急処置等の研修を実施する。 

② 事業期間  平成26年度～ 

③ ５年度事業内容 

香川県医師会に委託し、研修会を開催する。 

 

３．災害時医療体制整備等事業（79,892千円）（再掲） 

(1) 地域災害拠点病院施設・設備整備事業（53,851千円） 

① 事業内容 

災害時の医療を確保することを目的に、地域災害拠点病院に必要な施設及び診療設備等の整備に要

する経費の一部を補助する。 

② 事業期間  令和元年度～ 

③ ５年度事業内容 

地域災害拠点病院が行う非常用自家発電設備等の整備に要する経費の一部を補助する。 

 

(2) 災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）体制整備事業（445千円） 

① 事業内容 

被災都道府県の県庁や保健所における指揮調整機能等を支援する災害時健康危機管理支援チーム（Ｄ

ＨＥＡＴ）を編成するため、チームを構成する医師、保健師、薬剤師等への専門的な研修や訓練等の実

施により支援を行える人材を養成するなど、必要な体制整備を行う。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容 

国等が開催する研修への参加、県内での研修、資機材の整備を行う。 

 

(3) 災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）体制整備事業（4,750千円） 

① 事業内容 

被災地の避難所などを巡回して、高齢者、障害者、妊産婦などの要配慮者に対し、入浴介助や相談支

援、福祉避難所への誘導などの支援を行う「災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）」を編成し、研修や訓練

を実施するなど災害時に対応できるよう体制整備を行う。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容 

ＤＷＡＴチームの養成・派遣に関する研修、ＤＷＡＴチーム員の訓練、チーム派遣時に必要な資機材 

の整備等を行うとともに、災害発生時に円滑な活動を行えるよう関係団体との連携を図る。 

 

(4) 災害時医療体制整備事業（15,524千円） 

① 事業内容 

災害医療を熟知する人材の養成や体制の整備を目的とした各種災害医療関係の研修・訓練の実施や、

大規模災害時において高松空港に設置予定のＳＣＵ（航空搬送拠点臨時医療施設）に必要な資機材を更

新・保守点検等する。 

② 事業期間  平成28年度～ 
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③ ５年度事業内容 

・香川ＤＭＡＴ研修、香川ＪＭＡＴ研修、香川ＭＣＬＳ研修等を開催する。 

・ＳＣＵ資機材の更新・保守点検を行う。 

・ＤＭＡＴ隊員のインストラクター資格取得を支援する。 

・ＤＭＡＴロジスティクス勉強会を開催する。 

○新・四国・九州地区で実施される国の大規模地震時医療活動訓練に参加する。 

 

(5) 災害医療コーディネーター事業（169千円） 

① 事業内容 

大規模災害の発生時に迅速に対応できるよう、関係機関の調整を行う災害医療コーディネーターを

設置し、災害医療に関する連絡会の開催等を行う。 

② 事業期間 平成24年度～ 

③ ５年度事業内容 

災害医療コーディネーターの連絡会の開催等を行う。 

 

(6) 災害時医療確保事業（1,916千円） 

① 事業内容 

災害の発生時等に災害現場へＤＭＡＴを派遣することにより、効果的な医療の確保を図る。 

② 事業期間 平成21年度～ 

③ ５年度事業内容   

国主催訓練へのＤＭＡＴ派遣に要する経費への補助やＤＭＡＴ隊員の傷害保険料に要する経費等 

 

(7) 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）体制整備事業（1,081千円） 

① 事業内容 

地震、台風等の自然災害等で甚大な被害が生じた地域における精神科医療及び精神保健活動の支援

を行う専門的な災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の体制整備のため、専門的な研修等を行い、大規

模災害に備える。 

② 事業期間 平成30年度～ 

③ ５年度事業内容 

ＤＰＡＴ事務局が主催する研修への参加、県内での研修等を行う。 

 

  (8) 震災時用医薬品確保事業（2,156千円） 

① 事業内容 

災害時に医薬品等の迅速な供給を行うため、必要な医薬品等の確保等を行う。 

② 事業期間 平成８年度～ 

③ ５年度事業内容 

・備蓄医薬品等の保管施設（県内28の医療機関等）への管理業務依頼及び備蓄医薬品等の更新 

・流通備蓄医薬品等（医薬品卸業者の流通在庫）の状況確認 
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（事業番号：６０） 

事 業 名 へき地医療対策事業 

当初予算額 456,297千円 担当課 健康福祉部医務国保課（内線3345） 

取組みの方向 離島・へき地の医療を適切に確保するために、県立中央病院に設置したへき地医療支援機構により全県を対

象にへき地医療支援の企画・調整等を行い、無医地区等への巡回診療やへき地診療所への医師派遣を実施する

ほか、へき地医療機関に勤務する医師の確保などを行う。 

① 巡回診療  無医地区等（16地区）への巡回診療の実施を推進 

② 医師派遣  へき地診療所（18箇所）への医師派遣の実施や派遣体制の確保を推進 

③ 医師確保  自治医科大学卒業医師のへき地診療所等への適切な配置 

事 業 概 要 １．へき地医療拠点病院等運営事業（73,029千円） 

(1) 事業内容  へき地医療支援機構を運営するとともに、へき地医療拠点病院が行う巡回診療等に要す 

る経費への補助などを行う。 

(2) 事業期間  平成15年度～ 

(3) ５年度事業内容 

・へき地医療に係る総合的な支援事業の企画調整、無医地区等への巡回診療の調整、へき地診療所への

医師派遣の調整等を行うへき地医療支援機構の業務を県立中央病院に委託する。 

・へき地医療拠点病院が行う無医地区等への巡回診療やへき地診療所への医師派遣に要する経費の一部

を補助する。 

 

２．へき地診療従事医師確保事業（183,751千円） 

(1) 事業内容  自治医科大学でへき地医療従事医師を養成し、へき地医療に従事する医師を確保する。 

(2) 事業期間  昭和47年度～ 

(3) ５年度事業内容 

自治医科大学でへき地医療従事医師を養成するための負担金や、自治医科大学を卒業し、医師免許を

取得した医師の臨床研修受入れに要する負担金を交付する。 

 

３．へき地医療拠点病院等施設設備整備等事業（192,017千円） 

(1) 事業内容  へき地医療対策等を実施するための施設・設備に要する経費の一部を補助する。 

(2) 事業期間   

① へき地医療拠点病院施設設備整備事業 平成８年度～ 

② へき地診療所施設設備整備事業    平成８年度～ 

(3) ５年度事業内容 

・へき地医療拠点病院やへき地診療所が行う施設設備整備に要する経費の一部を補助する。 

・へき地の患者を最寄りの医療機関まで輸送することを可能とし、へき地における住民の医療を確保す

るための患者輸送車の整備に要する経費の一部を補助する。 

 

４．離島医療等支援事業（7,500千円） 

(1) 事業内容  離島住民等の医療の確保を図るため、各種保健医療サービスを提供する。 

(2) 事業期間 

① 離島巡回診療事業費補助  平成２年度～ 

② 離島救急患者輸送費補助  昭和50年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 離島巡回診療事業費補助（5,500千円） 

済生会が行う診療船を使用した離島巡回診療事業に対し、愛媛、岡山、広島の３県と協調して運営に 

要する経費の一部を補助する。 

② 離島救急患者輸送費補助（2,000千円） 

離島における救急医療体制を確保するため、離島で発生した救急患者の輸送に要する船舶借上料を

補助する市町に対して、経費の一部を補助する。 
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（事業番号：６１） 

事 業 名 医師確保対策事業 

当初予算額 374,159千円 担当課 

健康福祉部健康福祉総務課（内線3128、3366）、 

障害福祉課（内線3243）、医務国保課（内線3343、3345）、 

感染症対策課（内線3350） 

取組みの方向 医師の地域偏在や診療科偏在、若手医師の都市部への流出や医師の高齢化、勤務医の不足等に見られる本県

の医療環境に対応するため、医師のキャリアステージに応じた切れ目のない総合的かつ体系的な施策の展開を

図る。 

事 業 概 要 １．公衆衛生医師確保対策事業（25,992千円） 

(1) 専門医制度の活用による公衆衛生医師確保事業（23,573千円） 

① 事業内容 

香川大学医学部が運営している社会医学系専門医制度に対応した研修プログラムの実施、連携を通

じて、受講者の県公衆衛生医師としての確保を図る。 

② 事業期間 

平成30年度～ 

③ ５年度事業内容 

研修プログラム受講者が県庁や保健所等での実践現場研修を行う期間、受講者を県職員（会計年度任

用職員）として採用し、実質的な業務に従事させる。 

 

(2) 公衆衛生理解促進事業（2,419千円） 

① 事業内容 

医学部生の公衆衛生医師への理解を深め、進路選択において、社会医学系専門医制度研修プログラム

受講などにつなげるための事業等を実施することにより、県公衆衛生医師の確保を図る。 

② 事業期間 

平成30年度～ 

③ ５年度事業内容 

県保健所長と香川大学医学部生等との交流事業や公衆衛生セミナーを実施するほか、民間医師転職

サイトに県公衆衛生医師募集情報を掲載する。 

 

２．医師確保対策関連事業（247,490千円） 

(1) 医学生支援事業（117,400千円） 

① 事業内容 

香川県医学生修学資金貸付制度を運用するとともに、将来、本県の地域医療を担う医学生のキャリア

形成支援を図る。 

② 事業期間 

平成19年度～ 

③ ５年度事業内容 

・将来、県内において一定期間、地域医療に従事する意思のある医学生に対する修学資金の貸与 

・医学生を対象としたへき地医療機関での地域医療実習の実施 

・地域医療への意識を高めるための総合診療セミナーの開催 

 

(2) 臨床研修医・専攻医確保支援事業（17,775千円） 

① 事業内容 

県内臨床研修病院、専門研修基幹施設を含めた「オールかがわ」での臨床研修医、専攻医の確保・支 

援に努める。 

② 事業期間 

平成23年度～ 

③ ５年度事業内容 

・県内臨床研修病院等による県外合同説明会(大阪)への参加、オンライン説明会の開催 

・県内外の医学生を対象とした臨床研修病院合同説明会を県内で開催 
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・県内で研修中の臨床研修医を一堂に会した合同セミナーを開催 

・臨床研修プログラム、専門研修プログラムを網羅したガイドブックの作成 

・医療従事者専用情報サイトの活用など、医学生や臨床研修医が求める情報をオール香川で発信 

・臨床医確保に向けたスキルを学ぶ受入担当者研修会を実施 

・県外に在住する医学生が県内臨床研修病院を見学する際の旅費を補助 

・県外で臨床研修を修了した専攻医に対し、研修資金を貸付（ただし、産婦人科・救急科の専攻医につ

いては、県内で臨床研修を修了した者も対象とする。） 

・指導医体制の充実を図るため、専門研修基幹施設に対し、指導医養成に係る経費を補助 

 

(3) 臨床医確保・支援事業（80,965千円） 

① 事業内容 

医師の地域偏在・診療科偏在や勤務医不足の解消等を目指し、医師の就業相談・あっせんなどへの対 

応や若手医師のキャリア形成支援等に取り組むとともに、病院勤務医等の就業環境の改善等を図る。 

② 事業期間 

平成24年度～ 

③ ５年度事業内容 

・地域医療支援センターにおいて、ワンストップサービスで医師の就業相談・あっせんに対応する。 

・若手医師の県内定着を図るため、県内の医療機関が作成した専門研修プログラムに参加して、専門医

資格の取得を目指す医師等を支援する。 

      研修奨励金：20万円/年間（産婦人科・救急科は40万円/年間） 

・産科医等の分娩手当などの支給に要する経費の一部を補助する。 

（分娩手当を増額した場合、補助基準額も1万円/分娩から2万円/分娩に増額） 

 

(4) データベース構築・情報発信事業（500千円） 

① 事業内容 

登録型医師データベースを運用し、各種情報の発信や医師の就業相談・あっせん等に活用する。 

② 事業期間 

平成24年度～ 

③ ５年度事業内容 

地域医療支援センターのホームページ上で、県内外の勤務医師や医学生等を対象とした登録型医師

データベースを運用するとともに、各種事業やイベント等の情報発信を行う。 

 

(5) 女性医師就業・復職支援事業（2,000千円） 

① 事業内容 

女性医師が働き続けることができる環境づくり促進のための啓発活動を支援する。 

② 事業期間 

平成26年度～ 

③ ５年度事業内容 

香川県医師会が実施する女性医師の就業・復職支援に係る啓発活動に係る経費を補助する。 

 

(6) 医師少数区域等における勤務推進事業（1,500千円） 

① 事業内容 

医師少数区域等で一定期間勤務した医師の認定制度が、医師偏在の解消に資するよう、認定取得後の

医師が医師少数区域等に留まって診療を継続するために医療機関が負担する経費を補助する。 

② 事業期間 

令和２年度～ 

③ ５年度事業内容 

認定取得後の医師に対して、医師少数区域等の医療機関が負担する研修受講料や旅費等の経費を補

助する。 
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(7) 地域医療支援センター運営事業（8,025千円） 

① 事業内容 

地域医療を担う医療人の教育・研修・育成等を行う。 

② 事業期間 

平成28年度～ 

③ ５年度事業内容 

香川県医学生修学資金の貸付けを受けた医学生や医師に対する支援等の一部を香川大学医学部に委 

託する。 

 

(8) 専門医認定支援事業（19,325千円） 

① 事業内容 

指導医の派遣や出張指導を行う医療機関を支援する等、医師不足地域での専門医研修を促進する。 

② 事業期間 

平成30年度～ 

③ ５年度事業内容 

医師不足地域の医療機関に指導医を派遣・出張指導等を行う医療機関に、派遣・出張指導等に要する 

人件費、旅費等の経費の一部を補助する。 

 

３．精神科医師県内定着促進事業（4,400千円） 

(1) 事業内容 

精神科医師の不足により、公立病院の精神病床の休止・廃止が相次いでおり、身体合併症患者や処遇

困難な患者等への対応が困難になっていることから、精神科医師を育成・確保し、県内の精神科医療体

制の維持・確保に努める。 

(2) 事業期間 

平成28年度～ 

(3) ５年度事業内容 

精神科医師の確保を図るため、県、香川大学医学部、県内の精神科病院等が連携し、精神保健指定医

の資格が取得できるなど、精神科専門医師の育成を目的とした育成プログラムを推進する。 

 

４．地域連携精神医学寄附講座設置事業（28,000千円） 

(1) 事業内容 

香川大学医学部に設置した寄附講座において、公立病院等における診療支援や身体合併症患者等の受

入体制についての研究等を行うとともに、地域の精神科医療連携に関する研究等を行うことにより、精

神障害者の医療が適切かつ効率的に提供される体制の整備を行う。 

(2) 事業期間 

令和５年度～令和９年度 

(3) ５年度事業内容 

香川大学に設置する寄附講座における人件費・運営費等相当額を寄附する。 

 

５．神経難病寄附講座設置事業（22,000千円）（再掲） 

(1) 事業内容 

香川大学医学部に設置する寄附講座において、神経難病に対応できる医師の養成・確保のため、キャ

リアステージに応じた教育等を実施するとともに、診療や研究機能の強化などを行う。 

(2) 事業期間 

平成24年度～令和５年度 

(3) ５年度事業内容 

香川大学に設置する寄附講座における人件費・運営費等相当額を寄附する。 
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６．感染症対応人材育成事業（15,000千円） 

(1) 事業内容 

感染症発生時に即応できる感染症分野の専門人材を養成するため、医師の派遣研修や県内医学生への

専門的な感染症教育、県内の医療従事者に対する感染症セミナー等の人材育成事業を香川大学に委託す

る。 

(2) 事業期間  令和３年度～ 

(3) ５年度事業内容 

感染症専門医の育成、医師の派遣研修や県内医学生への専門的な感染症教育、県内の医療従事者に対

する感染症セミナー等を委託する。  

 

７．医療勤務環境改善支援事業（31,277千円） 

(1) 医療勤務環境改善支援センター運営事業（687千円）  

① 事業内容 

医療従事者の離職防止等を図るため、各医療機関が自主的かつ継続的に取り組む医療勤務環境改善

活動を総合的に支援する。 

② 事業期間   

平成27年度～ 

③ ５年度事業内容 

医療勤務環境改善連絡協議会の開催や、医療機関からの相談対応、専門家派遣、及び研修会の開催等

を行う。 

 

(2) 勤務医の働き方改革推進事業（30,590千円） 

① 事業内容   

令和６年４月から、医師の時間外労働に上限規制が適用されるにあたり、勤務医の働き方改革を推進 

するため、地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっている医療機関を対象と

し、医師の労働時間短縮に向けた、総合的な取り組みを支援する。 

② 事業期間   

令和３年度～ 

③ ５年度事業内容 

医療機関が策定した医師の労働時間短縮計画に基づく、勤務環境改善に向けた総合的な取り組みに

要する経費を補助する。 
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（事業番号：６２） 

事 業 名 看護職員養成・確保事業 

当初予算額 1,167,598千円 担当課 健康福祉部医務国保課（内線3319、3340） 

取組みの方向 看護師等養成所、各医療機関、関係団体等と連携し、看護師等の養成、離職防止、再就職支援の観点から、

県内で就業する看護師等の養成・確保に努める。 

事 業 概 要 １．県内で働く看護職員の確保事業（239,830千円） 

(1) 看護師等養成所指導事業（168,354千円） 

① 事業内容  看護師等養成所の運営費を補助する。 

② 事業期間  昭和46年度～ 

③ ５年度事業内容 

県内の看護師等養成所の運営に要する経費の一部を補助する。 

 

(2) 看護学生修学資金貸付事業（68,994千円) 

① 事業内容  県内施設への就業促進に向けて、看護学生に修学資金の貸付を行う。 

② 事業期間  昭和38年度～ 

③ ５年度事業内容  

県内就業をより効果的に促進するため、看護学生に修学資金の貸付を行う。 

 

(3) 看護職員就業促進事業（380千円） 

① 事業内容  看護学生や潜在看護職員の県内就業を促進するため、県内医療機関等による合同就職説 

  明会を開催する。 

② 事業期間  平成19年度～ 

③ ５年度事業内容 

県内の医療機関等による合同就職説明会を開催する。 

 

(4) 助産師出向支援事業（2,102千円） 

① 事業内容  県内の助産師の地域偏在の解消や助産実践能力の向上等を図るため、県内医療機関間で 

の助産師出向・受入を支援する。 

② 事業期間  平成27年度～ 

③ ５年度事業内容 

香川県看護協会に委託して、県内医療機関間での助産師出向・受入を実施する。 

 

２．看護師等の離職防止、再就職支援対策事業（48,637千円） 

(1) 病院内保育所運営費補助事業（38,030千円） 

① 事業内容  女性医師・看護職員等の離職防止・就業支援のため、病院内保育所の運営に要する経費の 

一部を補助する。 

② 事業期間  昭和49年度～ 

③ ５年度事業内容 

病院内保育所の運営に要する経費の一部を補助する。 

 

(2) ナ－スセンタ－事業（8,607千円） 

① 事業内容  香川県看護協会に設置しているナースセンターにおいて、看護職員の就業支援を行う。 

② 事業期間  昭和51年度～ 

③ ５年度事業内容 

ナースセンターにおいて、無料職業紹介や再就業のための講習会等を行う。 

 

(3) ナースセンター機能強化事業（2,000千円） 

① 事業内容  ナースセンターの機能を強化し、看護職員へより積極的な就業・県内定着支援を行う。 

② 事業期間  平成27年度～ 

③ ５年度事業内容 
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就業コーディネーターの配置により、離職者の登録や積極的な就業支援や定着支援を行う。 

 

３．看護職員養成・指導事業（27,386千円） 

(1) 看護職員資質向上推進事業（3,681千円） 

① 事業内容  就業看護職員の資質向上を図る研修等を実施する。 

② 事業期間  平成12年度～ 

③ ５年度事業内容 

訪問看護師養成講習会及び保健師助産師看護師実習指導者講習会等を開催し、臨床実践能力の高い

看護師を育成する。 

 

(2) 新人看護職員卒後研修事業（13,705千円） 

① 事業内容  新人看護職員の資質向上・離職防止のため、新人看護職員研修を実施するための支援等 

を行う。 

② 事業期間  平成22年度～ 

③ ５年度事業内容 

医療機関等に対して新人看護職員の臨床研修に要する経費の一部を補助するとともに、合同研修を

開催する他、経済連携協定等に基づく外国人看護師候補者受入に要する経費の一部を補助する。 

 

 (3) 感染管理認定看護師教育機関運営費補助事業（10,000千円） 

① 事業内容  令和５年度に県看護協会に開設予定の感染管理認定看護師教育課程の運営に要する経費 

の一部を補助する。 

② 事業期間  令和５年度～ 

③ ５年度事業内容 

感染管理認定看護師教育課程の運営に要する経費の一部を補助する。 

 

４．県立保健医療大学管理運営事業（851,745千円） 

(1) 管理運営費（848,076千円） 

① 事業内容  県立保健医療大学の教育研究等を推進するとともに、設備を維持管理する。 

② 事業期間  平成16年度～ 

③ ５年度事業内容   

教育・研究環境の整備を行い、大学における教育・研究を適切に実施する。 

 

(2) 卒業生の県内定着促進事業（3,669千円） 

① 事業内容  県立保健医療大学に、学生相談員兼就職コーディネーターを配置し、卒業生の県内定着 

を促進する。 

② 事業期間  平成28年度～ 

③ ５年度事業内容 

県立保健医療大学に学生相談員兼就職コーディネーターを配置し、学生と県内医療機関の双方のニ

ーズをマッチングさせることにより県立保健医療大学の学生の県内医療機関への就職を促進する。 
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（事業番号：６３） 

事 業 名 感染症対策強化事業 

当初予算額 14,815,955千円 担当課 

総務部総務学事課（内線2422）、知事公室広聴広報課（内線2155）、

健康福祉部健康福祉総務課（内線3128、3114）、長寿社会対策課

（内線3148、3155）、障害福祉課（内線3240、3243）、医務国保

課（内線3318、3321、3323）、感染症対策課（内線3257、3350、

3613）、生活衛生課（内線2317）、子ども家庭課（内線3211、3226）、

教育委員会義務教育課（内線5390）、特別支援教育課（内線5286） 

取組みの方向 エボラ出血熱、新型コロナウイルス感染症などの新興感染症や、デング熱等の再興感染症、新型インフルエ

ンザなどの感染症患者発生時に、まん延を防止し、良質で適切な医療の提供が図れるよう、感染症に関する医

療提供体制の構築、強化充実に努めるとともに、迅速な患者搬送や入院措置等の体制を強化し、予防体制の充

実と併せ、感染症対策を積極的に推進する。 

事 業 概 要 １．新型コロナウイルス感染症対策事業（14,710,109千円） 

【相談体制の強化（351,998千円）】 

(1) 新型コロナウイルス健康相談コールセンター運営事業（111,182千円） 

① 事業内容 

新型コロナウイルス感染症に関する受診相談等に対応する「香川県新型コロナウイルス健康相談コー

ルセンター」を運営する。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  コールセンターの運営に係る相談業務の委託に要する経費等 

(2) 新型コロナウイルス陽性者登録センター運営事業（240,816千円） 

① 事業内容   

発生届出の対象外となった陽性者の登録事務等に対応する「陽性者登録センター」等を運営する。 

② 事業期間  令和４年度～ 

③ ５年度事業内容  陽性者登録センターの運営に係る登録業務の委託に要する経費等 

 

【衛生用品の確保等（167,978千円）】 

(1) 衛生用品確保事業（62,993千円） 

① 事業内容   施設等の感染予防・拡大防止に必要なマスク、消毒液等の確保を支援する。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容 

・教育支援体制整備等事業（公立・私立幼稚園）（21,585千円） 

・保育所等環境整備事業（41,408千円） 

(2) 衛生環境整備事業（104,985千円） 

① 事業内容 

特別支援学校のスクールバスを増便するとともに、保育所等における非接触型の蛇口の設置等の簡易

な改修等にかかる経費の補助を行う市町に対する補助を行う。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容 

・保育所等環境整備事業（30,754千円） 

・スクールバス感染症対策事業（74,231千円） 

 

【保健所体制・検査体制の強化（1,698,454千円）】 

(1) 保健所の対応能力強化事業（89,738千円） 

① 事業内容 

東讃、中讃、西讃の各保健所に保健師（会計年度任用職員）を２名ずつ増員するとともに、保健所に

おける新型コロナウイルス感染症対応を強化するため、自宅療養者への健康観察、システム入力の事務

作業を行う人員の確保等を行う。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  保健師の増員、自宅療養者への健康観察に係る事務作業委託 等 
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 (2) 健康危機緊急時対応体制整備事業（41,009千円） 

① 事業内容 

・感染拡大時に、保健所からの要請に応じて保健師・看護師を登録する人材バンク（IHEAT）から積極的

疫学調査や健康観察等を行う専門職を短期集中的に派遣する。 

・保健師・看護師を登録する人材バンク（IHEAT）の名簿更新及び研修。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  短期集中的派遣 等 

(3) 検査体制強化事業（36,469千円） 

① 事業内容 

感染発生ピーク時やクラスター複数発生時に備え、環境保健研究センター及び保健所の双方で検査分 

析等を迅速に行える体制を強化する。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  検査試薬等の整備、保健所の衛生資材等の確保 

(4) 医療機関ＰＣＲ検査機器整備事業（142,178千円） 

① 事業内容 

検査体制を強化するため、診療・検査医療機関等が行うＰＣＲ検査機器の整備に対し補助を行う。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  ＰＣＲ検査機器整備費の補助 

(5) ＰＣＲ等検査無料化事業（858,442千円） 

① 事業内容 

国の基本的対処方針に基づき、感染拡大傾向時、知事が感染不安を感じる無症状者に対して検査受検

を要請した場合、これに応じて県に登録した医療機関等で県民が受検するＰＣＲ検査等を無料化する。 

② 事業期間  令和３年度～ 

③ ５年度事業内容  検査費用等の助成 

(6) ＰＣＲ検査費等助成事業（530,618千円） 

① 事業内容  感染症法に基づき、保険適用となるＰＣＲ検査・抗原検査の自己負担部分を公費負担する。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  検査費用の自己負担分の助成 

 

【医療提供体制の整備・強化（11,773,879千円）】 

※主な事業を掲載 

(1) 入院医療機関等設備整備補助事業（392,602千円） 

① 事業内容 

患者等受入医療機関に対して、医療の提供のために必要な医療資器材等に要する経費の補助を行う。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  設備整備等の補助 

(2) 医療搬送体制等確保事業（47,626千円） 

① 事業内容 

「患者搬送コーディネーター」の配置や搬送体制の強化、島しょ部の患者搬送体制の確保等を行う。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  患者等の搬送委託、ＤＭＡＴチーム活動経費、患者搬送のフェリー借上げ代 等 

(3) 入院医療機関病床確保事業（8,311,552千円） 

① 事業内容  感染症患者が入院する病床の確保等に必要な経費に対し補助を行う。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  空床補償、休床補償 

(4) 医療従事者活動支援事業（3,537千円） 

① 事業内容 

感染症患者等の治療や看護等に従事する医療従事者が感染防止のためにホテル等へ宿泊する場合に、

その費用を支援する医療機関に対して、宿泊費支援に要する経費を補助する。 

② 事業期間  令和２年度～ 
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③ ５年度事業内容  宿泊費補助（５千円/泊） 

(5) 入院医療費等助成事業（627,577千円） 

① 事業内容 

感染症法等に基づき、新型コロナウイルス感染症で入院及び通院をした場合の自己負担分を公費負担

する。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  入院及び宿泊療養・自宅療養中の医療費の自己負担分の助成 

(6) 軽症者等受入体制整備事業（2,135,725千円） 

① 事業内容  感染症の軽症者等が、医療機関外で療養するための受入施設を確保等する。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  施設借上げ料、生活支援委託料、医師・看護師人件費等 

(7) 自宅療養者健康管理等事業（79,596千円） 

① 事業内容 

新型コロナウイルス感染症の軽症者が自宅療養を行う際の支援を行う。また、県医師会等により、自

宅療養者への健康観察・往診等を実施する。 

② 事業期間  令和３年度～ 

③ ５年度事業内容  自宅療養者への健康観察・往診等の実施、酸素濃縮装置の確保等 

(8) 高齢者等重症化防止支援体制構築事業（7,482千円） 

① 事業内容 

施設で療養中の重症化リスクの高い高齢者等に対して、必要に応じ専門的な知識を有する医療機関に 

よる早期支援を行う。 

② 事業期間  令和４年度～ 

③ ５年度事業内容  クラスター対策チームの派遣に係る経費の補助 

(9) 医療機関継続再開支援事業（3,905千円） 

① 事業内容 

新型コロナウイルス感染症患者が発生したことにより休業・診療縮小を余儀なくされた医療機関に対 

し、診療の再開に必要な消毒等の経費の補助を行う。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  診療の再開に必要な消毒等の経費の補助 

 

【新型コロナワクチン接種の推進（521,210千円）】 

(1) ワクチンコールセンター運営等事業（17,700千円） 

① 事業内容  

新型コロナウイルスワクチン接種に関する専門的な相談等を受け付けるコールセンターを運営する。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  コールセンター運営の委託費等 

(2) ワクチン副反応医療体制確保事業（19,200千円） 

① 事業内容 

かかりつけ医等からの副反応等に関する相談等に対応するため、複数の診療科を有する専門医療機関 

に相談窓口を設置し、症状の程度に応じて受診できる体制を整備する。 

② 事業期間  令和３年度～ 

③ ５年度事業内容  専門的医療機関での相談窓口設置に係る委託費 

(3) ワクチン接種促進支援事業(484,310千円) 

① 事業内容 

ワクチン接種について、接種体制の強化や、効果的・効率的な接種を進めるため、ワクチン接種を行

う医療機関等へ補助を行うもの。 

② 事業期間 令和３年度～ 

③ ５年度事業内容 

・職域接種に対する支援（2,562千円） 

・病院・診療所への支援（473,148千円） 
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・事務委託料（8,600千円） 

 

【福祉サービス提供体制の確保（140,850千円）】 

(1) 福祉サービス事業所等感染症対策強化事業（135,724千円） 

① 事業内容 

感染症対策を講じてサービス提供を行う介護・障害福祉サービス事業所等に感染防止のためのかかり

増し経費を支援するもの。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  介護・障害福祉サービス事業所等に対し、サービス継続のために必要な経費を補助 

(2) 福祉サービス継続のための連携体制構築事業（5,126千円） 

① 事業内容 

介護・障害福祉サービス事業所等において事前に感染症等への対処の検討をすすめるとともに、感染

が発生し自施設職員だけで業務継続が困難となった場合に備えた支援体制等を県全域で構築・強化し関

係者間の調整を行うもの。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  福祉サービス継続のための連携体制構築事業 

 

【情報発信の強化（10,324千円）】 

(1) 情報発信強化事業（10,324千円） 

① 事業内容  新型コロナウイルス感染症拡大防止のための県民向け情報発信を行う。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  広報誌や新聞広告を利用した情報発信 

 

【その他（45,416千円）】 

(1) 飲食店感染防止対策認証制度推進事業（22,328千円） 

① 事業内容 

感染防止対策基準を満たす飲食店を、「かがわ安心飲食認証店」として認証することにより、飲食店に

おける感染拡大防止を図る。 

② 事業期間 令和３年度～ 

③ ５年度事業内容  認証制度を継続運営し、新規認証の推進及び認証店に対する再調査を行う。 

(2) 妊産婦支援強化事業（7,740千円） 

① 事業内容 

新型コロナウイルス感染症に不安を持っている出産前妊婦のＰＣＲ検査の費用を助成する。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容  検査実施医療機関への委託費 

(3) 心のケア支援事業（15,348千円） 

① 事業内容 

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に伴い、心に不安を抱える方への適切な心のケアを実施で

きるようＳＮＳを活用した相談支援を行う。 

② 事業期間  令和３年度～ 

③ ５年度事業内容  ＳＮＳを活用した心のケア相談 

 

２．感染症対策強化事業（27,025千円） 

(1) 事業内容 

第一種感染症病棟の運営や感染症患者対応資器材等の充実により、感染症予防・対策の強化を図る。 

(2) 事業期間 平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 第一種感染症病棟運営経費（26,478千円） 

② 感染症対策強化事業（547千円） 

保健所等における感染症患者対応資器材の購入等 
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３．新型インフルエンザ対策事業（78,821千円） 

(1) 事業内容 

今後懸念される新型インフルエンザ等の発生に備え、発生初期における医療体制の整備を行う。 

(2) 事業期間  平成21年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 医療体制の確保（15,300千円） 

② 特定接種に係る登録事業（114千円） 

③ 備蓄用抗インフルエンザウイルス薬の購入・管理費（63,407千円） 
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（事業番号：６４） 

事 業 名 肝炎総合対策事業 

当初予算額 128,962千円 担当課 健康福祉部感染症対策課（内線3257） 

取組みの方向 ① 利用者の利便性に配慮した肝炎ウイルス検査を実施することにより肝炎ウイルス陽性者を早期に発見す

るとともに、相談やフォローアップにより陽性者を早期治療につなげ、ウイルス性肝炎患者等の重症化予防

を図る。 

② インターフェロンやインターフェロンフリー及び核酸アナログ製剤治療等に係る医療費を助成し、Ｂ型・

Ｃ型肝炎の早期治療を促進する。 

③ 肝炎患者の治療や相談体制の拡充を図り、適切な医療を提供するため、肝疾患診療連携拠点病院の運営費

を補助する。 

④ Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスに起因する肝がん患者等の特徴を踏まえ、患者の医療費の負担の軽減を図るとと

もに、肝がん治療研究の促進を図る。 

⑤ 肝炎医療コーディネーターを養成する。 

事 業 概 要 １．肝炎治療費助成事業（109,274千円） 

(1) 事業内容 

Ｂ型・Ｃ型ウイルス肝炎の早期治療の促進のため、インターフェロン、インターフェロンフリー及び

核酸アナログ製剤治療等に係る医療費を助成する。 

(2) 事業期間  平成20年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 肝炎治療費助成事業（107,539千円） 

② 肝炎システムの管理経費（1,032千円） 

③ 肝炎総合対策事業費（703千円） 

 

２．緊急肝炎ウイルス検査事業（1,180千円） 

(1) 事業内容  

肝炎ウイルスの感染者を早期発見し、適切な治療につなげるため、肝炎ウイルス検査を無料で実施する。 

(2) 事業期間  平成19年度～（医療機関委託分は、平成20年度～） 

(3) ５年度事業内容 

保健所又は医療機関において、肝炎ウイルス検査を無料で実施する。 

・保健所実施分 116千円  ・委託医療機関実施分 1,064千円 

 

３．肝疾患診療連携拠点病院運営事業（11,910千円） 

(1) 事業内容 

肝疾患診療連携拠点病院における医療連携・相談体制の拡充を図り、県内の肝疾患診療ネットワーク

の拡充を図る。 

(2) 事業期間  平成23年度～ 

(3) ５年度事業内容 

肝疾患診療連携拠点病院である県立中央病院、香川大学医学部附属病院に運営費を補助する。 

 

４．肝炎患者支援手帳事業（150千円） 

(1) 事業内容 

肝炎の治療に必要な情報等を記載した手帳の配布を行い、未治療者等を適切な治療につなげる。 

(2) 事業期間  平成23年度～ 

(3) ５年度事業内容 

肝炎患者支援手帳の配布など 

 

５．肝炎医療コーディネーター養成事業（766千円） 

(1) 事業内容 

肝炎患者や肝炎ウイルス陽性者等が適切な医療につながるよう調整・支援（コーディネート）する人

材を養成する。 
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 (2) 事業期間  平成30年度～ 

(3) ５年度事業内容 

コーディネーター養成研修会の開催 

 

６．陽性者フォローアップ事業（592千円） 

(1) 事業内容 

初回精密検査や定期検査の未受診者の解消を図るため、Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス検査陽性者に対し、

医療機関への受診勧奨及び受診確認を行う。また検査費用助成を行うことで、ウイルス性肝炎患者等の

重症化予防を図り、肝疾患の早期治療につなげる。 

(2) 事業期間  平成26年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 陽性者フォローアップ事業（85千円） 

② 初回精密検査費用助成（152千円） 

③ 定期検査費用助成（355千円） 

 

７．肝がん治療研究促進事業（5,090千円） 

(1) 事業内容 

Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス起因の重度肝硬変・肝がん患者の入院医療又は分子標的薬等を用いた化学療

法による通院治療にかかる医療費について、一部助成するとともに、肝がんの治療研究を促進する。 

(2) 事業期間  平成30年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 医療費助成事業（4,830千円） 

② 事務費（260千円） 
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（事業番号：６５） 

事  業  名 麻薬・覚醒剤等取締事業 

当 初 予 算 額 4,389千円 担当課 健康福祉部薬務課（内線3354） 

取組みの方向 麻薬、向精神薬、覚醒剤、大麻、危険ドラッグ等による薬物乱用防止のため、関係機関と連携して取締りや

広報啓発活動を実施する。また、若年層に重点を置き、薬物の弊害等に関する正しい知識の普及を行う。 

① 麻薬、向精神薬、覚醒剤等の取扱い施設に対する立入指導及び取締りを行う。 

② 地域に根差した広報キャンペーン等の薬物乱用防止啓発活動を実施する。 

③ 小・中、高等学校等における「薬物乱用防止教室」の開催を推進する。 

事 業 概 要 １．麻薬及び向精神薬等取締事業（4,389千円） 

(1) 事業内容 

薬物乱用防止のため、麻薬等の取扱い施設への立入指導及び広報啓発活動を行う。 

(2) ５年度事業内容 

① 麻薬、向精神薬、覚醒剤原料等取扱施設へ立入調査を行い、適正管理を指導する。 

② 麻薬・覚醒剤・シンナー禍対策推進員（県下 約 240 名）による地域に根差した広報啓発活動を実施

する。 

③ 街頭キャンペーンや各地域の文化祭、健康展等において、パネル展示や啓発資材の配布等を行う。 

④ 小・中、高等学校等における「薬物乱用防止教室」の開催を推進し、薬物乱用の危険性、有害性等を

講習する。 

⑤ 香川県薬物乱用対策推進本部会議を開催し、関係行政機関相互の緊密な連携を図り、薬物乱用対策の

総合的な企画調整を行う。 

⑥ 薬物乱用防止に功績のあった者に対する表彰を行う。 
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（事業番号：６６） 

事  業  名 食の安全確保対策事業 

当 初 予 算 額 13,425千円 担当課 健康福祉部生活衛生課（内線3268） 

取組みの方向 食の安全を確保するため、生産から消費まで各段階における監視指導を計画的に行い、県内産農産物、輸入 

農産物の残留農薬検査や食品の検査等を実施し、消費者の視点に立った食品保健行政の実効を図る。 

事 業 概 要 １．事業内容 

「食品安全基本法」及び「食品衛生法」に基づき、消費者、生産者、学識経験者、食品営業者や流通業

者の意見を反映した食品安全行政を総合的に推進し、本県における食の安全・安心の確保に努める。 

 

２．事業期間 

平成15年度～ 

 

３．５年度事業内容 

(1) 食の安全推進懇談会等事業（132千円） 

「食の安全推進懇談会」の意見を踏まえ、「香川県食の安全・安心基本指針」に基づく「香川県食品衛

生監視指導計画」を策定する。 

 

(2) 食中毒等対策事業（7,099千円） 

食中毒発生時における病因物質等を特定するための検査や食品に含まれる放射性物質の検査体制を

維持するとともに、食中毒予防のための情報提供を行うほか、広域的な食中毒事案に関して、国及び他

自治体と相互に連携・協力を行う。 

 

(3) 食品衛生監視指導事業（3,452千円） 

改正食品衛生法の施行に伴い、原則すべての食品等事業者にＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施が義

務付けられたことから、食品衛生機動班や専門指導班による保健所所管区域を越えた監視・指導を行う

とともに、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の適切な運用を支援する講習会を開催する。 

① 食品衛生広域監視指導事業（492千円） 

② ＨＡＣＣＰ監視指導事業（2,960千円） 

 

(4) 輸入食品衛生対策事業（2,742千円） 

輸入食品による危害防止を図るため、市場に流通する輸入加工食品や輸入農産物の残留農薬等検査を

実施する。 
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（事業番号：６７） 

事  業  名 人と動物との調和のとれた共生社会づくり事業 

当 初 予 算 額 100,145千円 担当課 健康福祉部生活衛生課（内線3264） 

取組みの方向 「香川県動物愛護管理推進計画」に基づき、動物愛護管理に関する普及啓発や、犬猫の殺処分数の減少に向

けた施策を進めることにより、人と動物との調和のとれた共生社会の実現を目指す。 

事 業 概 要 １．人にも動物にもやさしい香川づくり推進事業（12,862千円） 

(1) 事業内容 

人と動物との調和のとれた共生社会の実現に向けて、県民全体で動物愛護管理についての共通した理

解が形成されるよう普及啓発を行うほか、地域住民及び市町等と連携し、飼い主のいない犬猫の収容数

抑制対策に取り組むとともに、保健所に収容された犬猫の譲渡・返還を推進することにより、殺処分数

の減少を図る。 

(2) 事業期間 

    平成26年度～ 

(3) ５年度事業内容   

  ① 地域で取り組む飼い主のいない猫対策事業（1,750千円） 

     飼い主のいない猫による糞尿被害などを地域の課題ととらえ、地域住民、市町、保健所が一丸とな

って解決に取り組む活動において、不妊去勢手術費用等の市町補助等を支援する。 

  ② 保健所収容動物適正管理事業（4,100千円） 

     保健所に収容された犬猫の譲渡・返還の機会を増やすため、収容期間の延長と動物福祉に配慮した

飼養管理を行う。 

  ③ 保健所収容動物預かりボランティア支援事業（5,812千円） 

     保健所に収容された犬猫の飼養管理を預かりボランティアに依頼し、動物福祉への配慮や家庭動物

としての資質向上を図り、より多くの犬猫を譲渡・返還につなげるとともに、飼養管理に必要な物品

の支給や診療費用の補助などによりボランティアの活動を支援する。 

  ④ 狂犬病予防及び野犬対策事業（1,200千円） 

   

２．動物愛護センター事業（87,283千円） 

(1) 事業内容 

高松市と共同で運営する「さぬき動物愛護センター」を拠点として、人と動物との調和のとれた共生

社会を実現できるよう、犬猫の殺処分数の減少を図るために、動物愛護管理の普及啓発と犬猫の適正な

譲渡の推進を行う。 

(2) 事業期間 

    平成30年度～ 

(3) ５年度事業内容 

家庭動物としての適性を高め、新しい飼い主への譲渡を推進するとともに、動物愛護教室の開催など

動物愛護管理の普及啓発を行う。 

  ① 動物愛護センター譲渡・普及啓発強化事業（1,269千円） 

     譲渡前トライアル制度や専門家による犬の馴化・訓練により、家庭動物としての資質を高め、一般

譲渡の推進を図る。また、センターが地域に出向き、ボランティアや市町・保健所と連携し、県民の身

近な場所で譲渡会や啓発イベント等を開催し、譲渡推進や普及啓発を図る。 

  ② ボランティア活動支援事業（6,520千円） 

    ・譲渡ボランティアが管理する犬猫の診療費用の補助 

・譲渡動物の飼養管理サポーターの育成 

  ③ 動物愛護センター運営管理費（79,494千円） 

    ・「センター通信」の発行   

・週末、月毎の定期的なイベントの開催 

・譲渡犬猫への不妊去勢手術、マイクロチップ施術の実施 

・庁舎維持管理経費 等 
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（事業番号：６８） 

事 業 名 単県医療費支給事業 

当初予算額 2,578,150千円 担当課 
健康福祉部障害福祉課（内線3246） 

子ども家庭課（内線3215、3211） 

取組みの方向 子ども、ひとり親家庭及び重度心身障害者等の健康の保持・増進並びに生活の安定に貢献することにより、

福祉の向上を図る。 

事 業 概 要 １．子ども医療費助成事業（1,007,444千円） 

(1) 事業内容 

子ども医療費の負担軽減を図るため、市町が行う子ども医療費支給事業に補助する。 

(2) 事業期間 昭和48年度～ 

(3) ５年度事業内容 

○新① 対象者   小学校３年生までの子ども 

② 補助率   １／２ 

○新③ 所得制限  なし 

④ 自己負担  なし 

 

２．ひとり親家庭等医療費支給事業（451,924千円） 

(1) 事業内容 

ひとり親家庭等の医療費負担の軽減を図るため、ひとり親家庭等に医療費の一部を公費負担する市町に

補助する。 

(2) 事業期間 昭和51年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 対象者   母子家庭の母及び児童、父子家庭の父及び児童 など 

② 補助率   １／２ 

③ 所得制限  あり 

④ 自己負担 

市町村民税非課税世帯の者 自己負担なし 

市町村民税課税世帯の者 １レセプト当たり外来500円、入院1,000円まで 

 

３．重度心身障害者等医療費等支給事業（1,118,782千円） 

(1) 事業内容 

重度心身障害者等に係る医療費負担の軽減を図るため、市町が行う重度心身障害者等に係る医療費支給

事業に補助する。 

(2) 事業期間 昭和49年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 対象者   身障手帳１～３級所持者等（新たな対象者は65歳未満でこれらに該当した者） 

② 補助率   １／２ 

③ 所得制限  あり 

④ 自己負担 

自立支援医療（更生医療・育成医療） 自己負担なし 

その他の医療 
市町村民税非課税世帯の者 自己負担なし 

市町村民税課税世帯の者 １レセプト当たり外来500円、入院1,000円まで 

⑤ 審査事務の円滑化を図るため、市町が負担する審査手数料の一部を助成 
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（事業番号：６９） 

事 業 名 少子化対策局面打開パッケージ 

当初予算額 1,837,131千円 担当課 

健康福祉部子ども政策課（内線3225）、子ども家庭課（内線3215）、

商工労働部労働政策課（内線3474、3480、3481）、政策部男女参

画・県民活動課（内線2276）、教育委員会高校教育課（内線5272） 

取組みの方向 若い世代が定住し、結婚の希望をかなえ、誰もが夢と仲間を持って、次代を担う子どもたちを安心して生み、

健やかに育てることができる「子育て県かがわ」を、社会全体が一体となってつくる。 

事 業 概 要 １．経済的負担の軽減（1,390,668千円） 

(1) 子ども医療費助成事業（1,007,444千円）（再掲） 

 ① 事業内容  子ども医療費の負担軽減を図るため、市町が行う子ども医療費支給事業に補助する。 

 ② 事業期間  昭和48年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

○新・対象者：小学校３年生までの子ども（所得制限なし） ・補助率：１／２ ・自己負担：なし 

 

(2) 出産・子育て応援交付金事業（134,712千円） 

 ① 事業内容  伴走型の相談支援と産後ケアや一時預かりサービスなど各種支援サービスの利用負担軽 

          減を図る経済的支援を一体的に実施する市町に対し、その経費の一部を補助する。 

 ② 事業期間  令和４年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

○伴走型相談支援事業 

市町における、伴走型相談支援体制の整備への補助 

・補助率：国２／３、県１／６、市町１／６ 

     ：国１／２、県１／４、市町１／４（令和５年10月以降） 

○出産・子育てギフト事業 

妊娠時、出産時に各種支援サービスを利用するための経済的支援 

・対象者：妊娠届出、出産届出を行った妊婦等 

・応援金：妊娠届出時 ５万円相当、出生届出時 ５万円相当 

・補助率：国２／３、県１／６、市町１／６ 

 

(3) 不妊治療助成事業（71,600千円） 

 ① 事業内容  不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、治療費の一部を助成する。 

 ② 事業期間  平成16年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

     ・対 象 者：治療期間初日の妻の年齢が43歳未満の夫婦（事実婚を含む） 

・対象治療：保険適用となる生殖補助医療（先進医療を組み合わせる場合を含む） 

・補 助 額：㋑ 上限５万円／回（高松市を除く） 

㋺ ㋑に加え、保険制度移行に伴う自己負担増加額が５万円を超える場合、５万円を超

える額／回（子ども１人につき通算２回） 

 

○新 (4) 産後ケア交通費補助事業（3,066千円） 

 ① 事業内容  県内どこに住んでいても産後の体調不良や身体的機能の回復に不安のある方が、安心し 

てケアが受けられる環境を整えるため、市町が実施する産後ケア事業を受ける際の交通 

費を補助する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

     ・対象経費：産後ケアサービスを受ける際に必要な交通費（自家用車利用除く） 

・補助割合：県１／２、市町１／２ 

・補助上限：往復１万４千円／回（５回まで） 
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 ○新 (5) 県立高校教室空調経費公費化事業（173,846千円） 

   県立高校等の普通教室、特別教室の冷暖房に係る経費の公費化を図る。 

 

○新２．子育て拠点の充実（356,380千円） 

(1) 第３期かがわ健やか子ども基金事業（300,000千円） 

 ① 事業内容  市町が地域のニーズに応じ創意工夫を凝らした取組みを計画的に実施することができる 

         よう本県独自の支援を行う。 

 ② 事業期間  令和５年度 

 ③ ５年度事業内容 

市町が策定する令和５年度から令和７年度までの事業実施計画に基づき、市町が地域のニーズに応

じ、創意工夫を凝らした取組みを実施できるよう、市町が基金を造成するための原資として補助金を

交付する。 

 

(2) 保護者・保育者負担軽減のための紙おむつ処分支援事業（14,000千円） 

 ① 事業内容  保護者の負担感を軽減するとともに、保育者等の業務の負担軽減にも繋げるため、使用 

         済み紙おむつを私立保育所等で処分するための費用について、市町が補助する場合に、 

         その一部を支援する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容  補助率：県１／２、市町１／２ 

 

(3) 子育て拠点の充実に向けた調査・検討（1,000千円） 

 ① 事業内容  地域における身近な子育て拠点の充実に向けた調査・検討を行う。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容  子育て拠点の充実に向け、検討会等を実施する。 

 

(4) 派遣保育士による保育の受け皿拡大事業（23,760千円） 

 ① 事業内容  年度途中に発生する待機児童の受入れを可能とするため、必要な時期・施設に、必要な 

         保育士の派遣に要する経費を負担する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容  ・派遣回数：上限なし ・派遣期間：当該年度末まで 

 

(5) 派遣保育士による一時預かり拡大事業（15,840千円） 

 ① 事業内容  一時預かり事業の実施を支援するため、必要な保育士の派遣に要する経費を負担する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容  ・派遣回数：上限なし ・派遣期間：当該年度末まで 

 

(6) 保育所等ＩＣＴ化推進事業（1,780千円） 

 ① 事業内容  保育士等の業務の負担軽減のための登園管理、保育記録、保護者への通知などのデジタル 

         化の推進や、保護者の利便性向上のための病児保育の予約システム等の導入に要する経 

         費を私立保育所等に対して補助する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

    私立保育所等のＩＣＴ化に要する経費のうち、以下の事業者負担分について、当該施設に対して全額 

補助する。 

    ・認可保育施設 ：国３／５、市町１／５、事業者１／５ 

・認可外保育施設：国３／５、市町１／５、事業者１／５ 

・病児保育事業 ：国１／２、市町１／４、事業者１／４ 
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３．みんなで子育て（90,083千円） 

○新 (1) 次代を担う若者のライフデザイン講座事業（2,090千円） 

 ① 事業内容  若い世代が希望する結婚、妊娠・出産を実現できるよう、結婚、妊娠・出産、子育てを 

         含めたライフデザインの重要性や妊孕力等の正しい知識を学ぶ講座を開催する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容  高校生、大学生等を対象に、ライフデザインの重要性等を学ぶ講座を開催する。 

 

○新 (2) 結婚・子育て応援情報発信事業（1,125千円） 

 ① 事業内容  社会全体で結婚や子育てを応援する機運を醸成する取組みを行うとともに、結婚や子育 

         てに関する情報を発信する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容  結婚・子育てを応援する機運を醸成するため、県内経済団体との協定書の締結や美 

            容院等を通じた情報発信を行う。 

 

(3) かがわ縁結び支援センター事業（44,661千円） 

 ① 事業内容  少子化の大きな要因となっている晩婚化の進行や未婚率の上昇を抑制するため、結婚を 

         希望する男女の出会い・結婚をサポートする拠点「かがわ縁結び支援センター（EN-MUSU 

         かがわ）」において、結婚支援に取り組む。 

 ② 事業期間  平成28年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

    ・1対1の個別マッチング（縁結びマッチング）や登録企業・団体等（応援団体）が実施する婚活 

イベント（縁結びイベント）への支援を行う。 

  ○新・会員の活動を促進するため、性格診断によるお勧めマッチング機能を追加する。 

 

○新 (4) 男性の家事・育児参画の推進（5,511千円） 

 ① 事業内容  男性の家事・育児参画を促すため、当事者への意識改革の取組みを実施するとともに、 

         男性の育児休業取得を促進するための研修等を実施する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

    ・男性の家事・育児推進事業（4,011千円） 

      家事・育児実践講座や講演会を開催する。 

    ・男性育児休業等取得支援事業（1,500千円） 

       男性の育児休業取得を促進するため、男性の育児休業取得に課題を抱えている企業に対し、研修 

を行うとともに個別支援を実施する。 

 

○新 (5) 女性の働く未来応援事業（1,900千円） 

 ① 事業内容  女性の就労促進に向けた機運醸成を図る。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容  機運醸成を図るため、県内企業の経営者等を対象としたシンポジウムを開催する。 

 

○新 (6) 女性向けビジネススキルアップ研修支援事業（1,188千円） 

 ① 事業内容  女性の職業能力の向上を図る研修を実施する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容  出産・子育て等によりキャリアが中断した女性の就職を支援するため、即戦力と 

して求められるパソコン操作等に関する短期間の研修を実施する。 

 

○新 (7) 女性デジタル人材育成事業（2,400千円）（再掲） 

 ① 事業内容  あらゆる分野における女性の活躍を促進する事業を実施する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 
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 ③ ５年度事業内容  女性を対象にデジタルスキルを活用した起業やフリーランス等の「新しい働き方」 

を支援するため、Setouchi-i-Baseにおいて受注支援から伴走型支援も含めたセミ 

ナー等を実施する。 

 

○新 (8) 高等技術学校施設内訓練託児サービス事業（3,485千円） 

 ① 事業内容  高等技術学校の施設内訓練に託児サービスを付加する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容  未就学児を子育て中の女性等が高等技術学校の施設内訓練を受講しやすい環境を 

整備するため、民間の託児施設を活用した託児サービスを付加する。 

 

○新 (9) 女性人材正規雇用促進事業（4,796千円） 

 ① 事業内容  女性の正規雇用での就職を促進するため、女性求職者と県内企業とのマッチング支援の 

         強化を図る。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容  「就職・移住支援センター（ワークサポートかがわ）」において、子育てを応援 

する企業等からの女性向け求人の開拓や、相談対応などを行う人材採用コーディ 

ネーターを配置し、女性求職者と県内企業とのマッチング支援の強化を図る。 

 

(10) 女性・高齢者等就労相談拠点運営事業（18,727千円） 

 ① 事業内容  「かがわ女性・高齢者等就職支援センター」において、現在職に就いていない女性・高 

         齢者等を掘り起こし、相談支援・職場実習等を通して、就労意欲を喚起し、新規就業に 

         つなげる。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

    ・「かがわ女性・高齢者等就職支援センター」において、現在職に就いていない女性・高齢者等を 

掘り起こし、常設の専用窓口での就職相談や個別セミナーの開催、キャリアカウンセリング、職場 

実習の実施などによる新規就業支援を行う。 

  ○新・中西讃サテライト拠点を新たに設置し、県内全域にきめ細かな支援が行き届くよう体制を強化する。 

 

○新 (11) 女性が輝くリーダー養成事業（4,200千円）（再掲） 

 ① 事業内容  あらゆる分野における女性の活躍を促進する事業を実施する。 

 ② 事業期間  令和５年度～ 

 ③ ５年度事業内容  地域や働く場における女性リーダーの育成を推進するためのセミナーを開催する 

とともに、ネットワークづくりを目的とした意見交換会等を実施する。 
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（事業番号：７０） 

事 業 名 地域子育て推進事業 

当初予算額 2,954,851千円 担当課 
健康福祉部子ども政策課（内線3219,3225）、 

子ども家庭課（内線3211）、健康福祉総務課（内線3118） 

取組みの方向 結婚を希望する男女を応援するほか、地域における子ども・子育て支援の充実を図るとともに、安心して 

子どもを生み育てられる環境づくりを推進する。 

事 業 概 要 １．結婚支援事業（47,876千円） 

(1) 事業内容 

少子化の大きな要因となっている晩婚化の進行や未婚率の上昇を抑制するため、結婚を希望する男女

を応援する取組みや、結婚、妊娠・出産、子育てを含んだ人生設計を考える機会の創出、社会全体で結婚

や子育てを応援する機運を醸成する取組み等を行う。 

(2) 事業期間  平成28年度～ 

(3) ５年度事業内容 

○新 ① 次代を担う若者のライフデザイン講座事業（2,090千円）（再掲） 

若い世代が希望する結婚、妊娠・出産を実現できるよう、結婚、妊娠・出産、子育てを含めたライ

フデザインの重要性や妊孕力等の正しい知識を学ぶ講座を開催する。 

② かがわ縁結び支援センター事業（44,661千円）（再掲） 

・１対１の個別マッチング（縁結びマッチング）や登録企業・団体等（応援団体）が実施する婚活イ  

ベント（縁結びイベント）への支援を行う。 

○新・会員の活動を促進するため、性格診断によるお勧めマッチング機能を追加する。 

○新 ③ 結婚・子育て応援情報発信事業（1,125千円）（再掲） 

・社会全体で結婚や子育てを応援する機運を醸成する取組みを行うとともに、結婚や子育てに関する 

情報を発信する。 

 

２．地域子育て推進事業（300,359千円） 

(1) 事業内容 

地域の子ども・子育て支援の充実を図るため、以下の事業を実施する市町に補助する。 

(2) 事業期間  平成25年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 地域子育て支援拠点事業（247,998千円） 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報提供等の 

援助を行う市町に対して補助する。 

② ファミリー・サポート・センター事業（15,416千円） 

地域における育児の相互援助活動を推進するため、ファミリー・サポート・センター事業を実施 

する市町に対して補助する。 

③ 利用者支援事業（36,945千円） 

教育・保育・保健その他子育て支援事業等の利用について情報収集を行うとともに、保護者等から 

の相談に応じながら必要な助言を行い、関係機関等との連絡調整等を行う市町に対して補助する。 

 

３．地域子育て支援人材養成事業（9,882千円） 

(1) 事業内容 

小規模保育等の地域ニーズに応じた子育て支援を充実させるため、支援の担い手である子育て支援 

員や放課後児童支援員の養成を図る。 

(2) 事業期間  平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

・「子育て支援員」及び「放課後児童支援員」の養成研修を実施し、研修を修了した者を認定する。 

・地域子育て支援拠点において、発達障害児など気になる子ども等に対応できるよう、職員の資質、 

技能等の向上を図るための研修を実施する。 
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 ４．「イクケン香川」推進事業（4,120千円） 

(1) 事業内容 

「イクケン香川」をキャッチフレーズに、県内外に子育て支援施策や子育て環境をＰＲするととも

に、子育てしやすい環境を整備する。 

(2) 事業期間  平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 「イクケン香川」情報発信事業（109千円） 

主に県外の子育て世代に対する情報発信や移住フェア等における個別相談等を行う。 

○新② 男性の家事・育児推進事業（4,011千円）（再掲） 

男性の家事・育児参画を促すため、当事者への意識改革の取組みを実施する。 

 

５．「子育ち・子育てをみんなで支えるかがわづくり」推進事業（525千円） 

(1) 事業内容 

店舗や企業等が取り組む「みんな子育て応援団」の活動を促進し、社会全体で子育て家庭を応援する 

機運を醸成する。 

(2) 事業期間  平成22年度～ 

(3) ５年度事業内容 

子育て支援に取り組む団体等の顕彰を行うとともに、子どもが３人以上いる家庭に対して加盟店舗 

    で割引などのサービスを受けられる「さんさんパスポート」など子育て家庭の外出を支援する広報啓発 

等を行い、民間と連携して子育て家庭にやさしい社会づくりに取り組む。 

 

６．市町少子化対策重点推進事業（61,993千円） 

(1) 事業内容 

市町の少子化対策事業を支援するため、国の交付金を活用して事業実施する市町に対して交付金を 

交付する。 

(2) 事業期間  平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

国の交付金を活用して市町が行う地域少子化対策重点推進事業及び結婚新生活支援事業に対して 

補助する。 

 

７．子どもの貧困対策推進事業（6,949千円） 

(1) 事業内容 

子どもの現在及び将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう、また、貧困が世代を 

    超えて連鎖することのないように子どもの貧困対策の総合的な推進を図る。 

(2) 事業期間  平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 子どもの貧困対策推進事業（1,525千円） 

「第２期香川県子どもの貧困対策推進計画」に基づく施策の実施状況や指標の状況について、点検・

評価を行い、検討委員会への報告等を行うとともに、子どもの貧困に関する情報収集などを行う。 

② 子どもの未来応援ネットワーク事業（5,424千円） 

貧困の状況にある子どもへの支援活動と支援に関心のある個人や企業・団体等を結び付けるマッ

チングの推進及び地域ネットワークの強化を図る。 

 

８．ひとり親家庭学習支援員派遣事業（4,000千円） 

(1) 事業内容 

ひとり親家庭に学習支援員を派遣することにより、ひとり親家庭の子どもの学習の充実を図る。 

(2) 事業期間  平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

ひとり親家庭に学習支援員を派遣し、子どもの学習意欲の向上や学習習慣の定着を図るとともに、子

どもの学習に関する保護者からの相談に応じる。 
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９．生活困窮世帯の子どもに対する学習・生活支援事業（11,965千円）（再掲） 

生活困窮世帯（生活保護世帯を含む）の中学生等やその保護者に対し、学習や進路選択、就労等の支援

を行う。 

 

10. 出産・子育て応援交付金事業（134,712千円）（再掲） 

伴走型の相談支援と産後ケアや一時預かりサービスなど各種支援サービスの利用負担軽減を図る経済

的支援を一体的に実施する市町に対し、その経費の一部を補助する。 

 

11．児童手当給付事業（2,053,143千円） 

(1) 事業内容  市町が行う児童手当の給付に要する経費の一部を負担する。 

(2) 事業期間  昭和47年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 支給対象児童：中学校修了前まで（15歳到達後最初の３月31日まで） 

② 手 当 額：０歳から３歳未満、３歳以上小学校修了前（第３子以降）         15,000円／月 

３歳以上小学校修了前（第１・２子）、小学校修了後中学校修了前  10,000円／月 

所得制限額以上（特例給付）                    5,000円／月 

所得上限額以上                        支給なし 

 

12.さぬきこどもの国魅力向上推進事業（19,327千円） 

さぬきこどもの国の西ウイングエリアにある屋外遊具の基本設計・実施設計を行う。 

 

○新 13. 第３期かがわ健やか子ども基金事業（300,000千円）（再掲） 

市町が地域のニーズに応じ創意工夫を凝らした取組みを計画的に実施できるよう本県独自の支援を行う。 
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（事業番号：７１） 

事 業 名 すこやか子育てサポート推進事業 

当初予算額 1,281,790千円 担当課 健康福祉部子ども家庭課（内線3215） 

取組みの方向 安心できる母子保健医療体制の充実や総合的な周産期医療体制の整備を図るとともに、不妊・不育症に関す

る相談や支援体制の充実を図る。 

事 業 概 要 １．子ども医療費助成事業（1,007,444千円）（再掲） 

(1) 事業内容  子ども医療費の負担軽減を図るため、市町が行う子ども医療費支給事業に補助する。 

(2) 事業期間  昭和48年度～ 

(3) ５年度事業内容 

○新①対象者：小学校３年生までの子ども（所得制限なし） ②補助率：１／２ ③自己負担：なし 

 

２．不妊対策推進事業（83,456千円） 

(1) 不妊治療助成事業（71,600千円）（再掲） 

 ① 事業内容  不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、治療費の一部を助成する。 

 ② 事業期間  平成16年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

・対 象 者：治療期間初日の妻の年齢が43歳未満の夫婦（事実婚を含む） 

・対象治療：保険適用となる生殖補助医療（先進医療を組み合わせる場合を含む） 

・補 助 額：㋑ 上限５万円／回（高松市を除く） 

㋺ ㋑に加え、保険制度移行に伴う自己負担増加額が５万円を超える場合、５万円を 

超える額／回（子ども１人につき通算２回） 

(2) 不育症対策推進事業（2,519千円） 

 ① 事業内容  不育症等に関する啓発を行うとともに、不育症治療・検査に要する費用の一部を助成する。 

 ② 事業期間  平成30年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

   ○不育症治療助成 

・補助対象：県内に居住する者が不育症治療として行うヘパリン療法 

・補 助 額：１回の妊娠期間中の自己負担額に対して、上限15万円。（助成回数の制限はなし） 

   ○不育症検査助成 

・補助対象：県内に居住する者が行う不育症検査 

・補 助 額：１回の検査につき上限５万円（助成回数の制限はなし） 

(3) 不妊・不育症相談センター事業（4,100千円） 

 ① 事業内容  不妊や不育症のため、子どもに恵まれない夫婦等を対象に個別相談を行う。 

 ② 事業期間  平成11年度～ 

 ③ ５年度事業内容  看護師、産婦人科医、心理カウンセラーによる電話相談、面接相談、メール相談 

等を行う。 

(4) 妊孕性温存療法助成事業（5,237千円）（再掲） 

 ① 事業内容  がん等の患者が妊孕性温存治療及び温存後生殖補助医療を行う際に要する費用のうち、 

保険診療対象外の経費の一部を助成するとともに、医療従事者等を対象とした研修を 

行う。 

 ② 事業期間  令和元年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

・補助対象：県内居住の43歳未満で妊孕性温存療法及び温存後生殖補助医療に係る治療を行った者 

・補 助 額：上限を胚（受精卵）凍結35万円、未受精卵子凍結20万円、卵巣組織凍結40万円、 

精子凍結3万円、精巣内精子採取術による精子凍結35万円とする。１人２回限り 

 

３．妊娠出産相談支援強化事業（4,665千円） 

(1) 事業内容  助産師や医師による夜間休日や、地域での出張相談などにも対応し、妊娠や出産等の悩 

みや不安に対する相談支援の充実等を図る。 

(2) 事業期間  平成26年度～ 
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 (3) ５年度事業内容 

助産師等による電話相談や来所相談、地域での出張相談など、県民が気軽に妊娠・出産について 

相談できる体制の整備を図るとともに、正しい知識の普及啓発を図る。 

 

○新４．産後ケア交通費補助事業（3,066千円）（再掲） 

(1) 事業内容  県内どこに住んでいても安心してケアが受けられる環境を整えるため、市町が実施する 

        産後ケア事業を受ける際の交通費を補助する。 

(2) 事業期間  令和５年度～ 

(3) ５年度事業内容 

①対象経費：産後ケアサービスを受ける際に必要な交通費（自家用車利用除く） 

②補 助 率：県１／２、市町１／２  

③補助上限：往復１万４千円／回（５回まで） 

 

５．新生児マススクリーニング検査実施事業（21,299千円） 

(1) 事業内容  先天性代謝異常等による心身障害の発生を予防するため、新生児を対象に血液による 

スクリーニング検査を行い、早期発見、早期治療を図る。 

(2) 事業期間  昭和52年度～ 

(3) ５年度事業内容 

保護者が検査を希望する新生児を対象に、先天性代謝異常等20疾患についてスクリーニング検査 

を行う（検査料は無料、採血料のみ保護者負担）。 

 

６．小児慢性特定疾病対策事業（119,488千円） 

(1) 事業内容  小児慢性特定疾病にかかっている児童等について、健全育成の観点から、患児家庭の医 

療費の負担軽減を図るため、医療費等の自己負担分の一部を助成するとともに、小児慢性 

特定疾病児童・家族等の療養上、生活上の悩み、不安等の相談、自立支援等を行う。 

(2) 事業期間  平成27年１月～ 

（昭和49年度から国の要綱により小児慢性特定疾患治療研究事業として実施） 

(3) ５年度事業内容 

① 小児慢性特定疾病医療支援事業（107,434千円） 

小児慢性特定疾病にかかっている児童等について、医療費等の自己負担分の一部を助成する。 

② 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（12,054千円） 

慢性的な疾病を抱える児童やその家族の負担を軽減し、長期療養をしている児童の自立や成長を 

支援するため、相談支援や療養生活支援などを行う。 

 

７．気になる子どもの支援事業（4,261千円）（再掲） 

(1) 事業内容  市町における5歳児健診等の実施状況を踏まえ、発達障害児等の「気になる子ども」を支

援するため、専門研修等による関係者の資質向上を図るとともに、拠点病院を中核とし

て、関係機関の連携支援体制の強化を図る。 

(2) 事業期間  平成27年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 子どものかかりつけ医等に対する専門研修の実施（県医師会） 

② 拠点病院（四国こどもとおとなの医療センター）を中核として、気になる子どもの連携支援体制を強

化し、個別支援体制の充実を図る。 

 

８．周産期医療対策整備事業（708千円） 

(1) 事業内容  周産期医療体制の整備を図るため、周産期医療協議会を開催するとともに、医師、看護職 

等を対象に専門研修を行う。 

(2) 事業期間  平成12年度～ 

(3) ５年度事業内容 

周産期医療協議会の開催や、周産期医療従事者の研修を行う。 
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９．小児周産期医療体制整備事業（37,403千円） 

(1) 事業内容  周産期母子医療センターの安定した運営を図るため、新生児集中治療室等の運営費に対 

し補助するとともに、関係医療機関の連携と新生児科医師の養成など体制の整備を図る。 

(2) 事業期間  平成30年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 周産期母子医療センター運営費助成（37,026千円） 

周産期母子医療センターの運営費について、その赤字額に応じ、助成する。 

② 小児周産期医療体制整備（377千円） 

周産期母子医療センターと地域総合病院の新生児科医師などを対象とした症例検討会、研修会等を 

開催する。 
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（事業番号：７２） 

事 業 名 いつでも・どこでも・だれでも保育推進事業 

当初予算額 5,122,652千円 担当課 健康福祉部子ども家庭課（内線3226） 

取組みの方向 核家族化の進行や共働き家庭の増加などに対応するため、就労形態の多様化等に対応した教育・保育の充実

を図るとともに、市町と連携して、保育所等利用待機児童の解消に努める。 

事 業 概 要 １．事業内容 

○ 私立の保育所及び認定こども園等の運営費の一部を負担するとともに、保育を必要とするすべての子ど 

もが多様な保育を受けることができるよう特別保育対策等を実施するほか、市町が子育て家庭のニーズを

踏まえ、計画的に量・質両面にわたり教育・保育を充実できるよう、保育士人材確保や保育の受け皿確保

を図る。 

○ 現任保育士に対する研修等の資質向上対策を実施する。 

２．事業期間  平成11年度～ 

３．５年度事業内容 

(1) 保育所等施設型給付費（4,376,243千円） 

保護者の労働又は疾病等の事由により保育を必要とする子どもを保育する私立の保育所及び認定こ

ども園等の運営費を支弁する市町に対し、その費用の一部を負担する。また、幼児教育・保育の無償化

に係る市町の事務費を補助する。 

(2) 特別保育対策事業（304,286千円） 

就労形態の多様化など保護者のさまざまな事情に基づく保育ニーズに対応するため、特別保育事業

を実施する市町に補助する。 

① 延長保育事業（29,281千円） 

② 病児・病後児保育事業（96,251千円） 

③ 一時預かり事業（135,922千円） 

④ 医療的ケア児保育支援事業（42,832千円） 

(3) 待機児童対策事業（220,155千円) 

① 即戦力保育士育成事業（5,315千円） 

保育士人材確保のために、潜在保育士の復職支援や保育士試験受験者への実技試験対策等を行う。 

② 保育士人材バンク事業（4,800千円） 

保育士人材バンクの運営を通じて、保育士人材を確保することにより、待機児童の解消を図る。 

③ 保育学生修学支援事業（48,321千円） 

保育士養成施設に在学する本県出身の保育学生のうち、家庭の経済的状況等から支援が必要な者に

対し、修学資金の貸付を行う。 

④ 潜在保育士等支援事業（3,358千円） 

未就学児を持つ保育士に対する保育料や潜在保育士の再就職のための準備に必要な資金の貸付け 

を行う。 

⑤ 保育体制強化事業（95,870千円） 

保育士の業務の支援を行う「保育士支援員」を配置することにより、保育士の負担を軽減し、保育

士が働きやすい職場環境を整備する私立保育所等に対し補助する市町に補助する。 

⑥ 保育補助者雇上支援事業（1,048千円） 

保育所等における保育士の負担を軽減し、保育士の離職防止を図るため、保育士資格の取得を目指

す保育補助者を雇用する私立保育所等に対して貸付を行う。 

⑦ 派遣保育士活用事業（52,762千円） 

・私立保育施設における保育士の研修参加や休暇取得の際の代替保育士について、民間派遣会社を活

用した支援を行うことにより、職場環境の改善及び離職防止を図る。 

○新・年度途中に発生する待機児童の受入れを可能とするため、必要な時期・施設に、必要な保育士の派

遣に要する経費を負担する。（派遣回数：上限なし、派遣期間：当該年度末まで） 

○新・一時預かり事業の実施を支援するため、必要な保育士の派遣に要する経費を負担する。 

（派遣回数：上限なし、派遣期間：当該年度末まで）。 

⑧ 保育の質向上事業（4,116千円） 

保育士の質の向上を目的として、保育施設の指導監査や研修業務の充実強化を図るとともに、幼稚 
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 園教諭免許状を持つ職員の保育士資格の取得等に要する経費を保育施設等に対して補助する。 

⑨ 保育士等の働きやすい環境づくり支援事業（2,785千円） 

保育士等の離職防止のため、臨床心理士、社会保険労務士、感染管理認定看護師などの専門家が、

保育士等が抱える不安や悩みの相談を受け、助言等できる体制を構築し、保育士等が長く働くことが

できる職場の環境づくりを支援する。 

○新 ⑩ 保育所等ＩＣＴ化推進事業（1,780千円）（再掲） 

保育士等の業務の負担軽減のための登園管理、保育記録、保護者への通知などのデジタル化の推進

や、保護者の利便性向上のための病児保育の予約システム等の導入に要する経費を私立保育所等に対

して、以下の事業者負担分を全額補助する。 

・認可保育施設 ：国３／５、市町１／５、事業者１／５  

・認可外保育施設：国３／５、市町１／５、事業者１／５ 

・病児保育事業 ：国１／２、市町１／４、事業者１／４ 

(4) 保育士・保育教諭新規研修事業（15,022千円） 

幼保連携型認定こども園で勤務する教育公務員（保育教諭）の初任者研修や保育現場におけるリーダ

ー的職員等に対する研修を、保育教諭等の資質向上のために実施することにより、人材の養成を行うと

ともに、安心して子どもを預けられる環境を整備する。 

(5) 保育料及び病児･病後児保育利用料免除等事業（182,401千円） 

① 第３子以降保育料等免除事業（164,645千円） 

子育てに伴う経済的負担を軽減するため、就学前児童の第３子以降の保育料等を減免する市町に補

助する。 

② 病児･病後児保育利用料無料化事業（17,756千円） 

子育てに伴う経済的負担を軽減するため、病児･病後児保育施設を３歳未満の第２子及び小学校就

学前の第３子以降の児童が利用した場合に、その利用料を無料化する市町に補助する。 

(6) 実費徴収に係る補足給付を行う事業（696千円） 

低所得で生計が困難である者の子どもが、保育等の提供を受けた場合において、保護者が支払うべき

費用の一部を補助する市町に補助する。 

○新 (7) 保護者・保育者負担軽減のための紙おむつ処分支援事業（14,000千円）（再掲） 

保護者の負担感を軽減するとともに、保育士等の業務の負担軽減にも繋げるため、使用済み紙おむつ

を私立保育所等で処分するための費用について、市町が補助する場合に、その一部を支援する。 

・補助率：県１／２、市町１／２  

(8) 保育所緊急整備事業（9,503千円） 

私立保育所等の施設整備費を補助する市町に補助する。 

(9) 認定こども園整備事業（346千円） 

私立認定こども園の施設整備費を補助する市町に補助する。 
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（事業番号：７３） 

事 業 名 児童虐待・ＤＶ対策事業 

当初予算額 124,885千円 担当課 
健康福祉部子ども家庭課（内線3211・3336） 

警察本部人身安全対策課（内線5543） 

取組みの方向 ① 深刻化する児童虐待に対応し、児童虐待の発生予防から自立支援までの一連の対策を強化するため、市町

や関係機関と連携して、相談機能や子どもの安全確認・安全確保体制、虐待を受けた子どもの自立支援等の

強化を図り、総合的、計画的な児童虐待防止対策を推進する。 

② 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護支援を行うため、相談体制の整備を行うとともに、関係機関等

との連携強化を図る。 

事 業 概 要 ○新１．ヤングケアラー支援体制強化事業（3,422千円） 

  (1) 事業内容 

ヤングケアラーへの支援体制を強化するため、関係機関職員等の研修やヤングケアラー等を対象と 

したオンラインサロンを設置・運営する。 

(2) 事業期間 令和５年度～ 

(3) ５年度事業内容 

    ・関係機関職員研修 

     相談支援機関職員等を対象に、有識者・先進県職員等による講演や事例検討等を含む研修を実施する。 

   ・オンラインサロンの設置・運営 

      ヤングケアラー等を対象としたオンライン上の集いの場をＮＰＯ法人等に委託して設置・運営する。 

    ・相談窓口の設置 

     児童相談所の相談窓口「子どもと家庭の電話相談」をヤングケアラーの相談窓口として周知する。 

２．児童虐待防止対策強化事業（80,515千円） 

(1) 事業内容 

児童虐待の早期発見・早期対応の体制の充実、被虐待児童への個別対応等を総合的に推進する。 

(2) 事業期間  平成11年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 虐待対応力向上・専門性強化事業（30,376千円） 

・児童相談所の体制強化 

対応困難な事案への迅速かつ的確な対応を行うため、警察官ＯＢ等の専門職を配置する。 

・児童相談所への非常勤嘱託弁護士配置 

法的に高度な判断を要する児童虐待事案への対応力強化に向け、非常勤嘱託弁護士を配置する。 

・専門性強化研修 

児童福祉司等の専門性向上に向け、虐待事案への介入的な関わりを強化するための研修を実施する。 

② 保護者等指導・支援事業（1,784千円） 

児童虐待の再発防止に向け、児童相談所において、児童福祉司等の一層の専門性向上を図りなが 

ら、医師等と連携した保護者指導・支援を実施する。 

③ 子ども虐待レスキュー香川運動推進事業（4,121千円） 

妊娠中からの虐待予防に向けた相談支援、啓発等を行うとともに、被虐待児童の転居等に伴う児童 

相談所間のより丁寧な引継事務の実施等を行う。 

④ 虐待の早期発見・早期対応のための市町保健師育成事業（1,101千円） 

・妊産婦や乳幼児の父母と接する機会がある市町の保健師が、児童虐待につながるリスクに適切に 

対応するため、新人保健師等に実践的な研修を実施。 

・法定健診に携わる市町保健師、作業療法士等に早期発見・早期支援に必要とされる専門的な知識・ 

技術の習得の研修を実施。 

⑤ 児童虐待相談体制強化事業（18,170千円） 

児童虐待対応協力員を子ども女性相談センター等に配置し初期対応機能の強化を図るとともに、 

子ども女性相談センターにおいて、夜間休日を問わず通告・相談に応じられる体制を確保する。 

⑥ 児童虐待相談機能強化事業（1,078千円） 

児童虐待防止対策関係者の資質向上のための研修会等を行うほか、虐待等の問題を抱えた家族に 

対する支援体制の充実を図る専門相談を実施する。 
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⑦ 里親養育包括支援（フォスタリング）事業（3,210千円） 

登録里親の確保、里親養育支援及び養子縁組に対する相談支援、民間施設における里親の養育技術 

向上のための研修等を包括的に実施する。 

⑧ 市町子育て支援事業（5,324千円） 

養育支援訪問、短期入所生活援助などを行う市町へ補助する。 

⑨ 児童相談所の体制強化インフラ整備事業（11,597千円） 

児童相談所における児童相談対応記録システムの運用により、児童虐待等の事案に的確に対応で 

きる体制を確保するとともに、虐待防止のためのSNS相談窓口事業を実施する。 

⑩ 児童虐待防止医療ネットワーク事業（3,754千円） 

・医療的機能強化事業 

児童虐待事案への対応力強化に向け、協力医療機関からの専門的技術的助言を得る体制を確保する。 

・児童虐待防止医療ネットワーク事業 

医療の専門分野に特化した研修の実施等を通じ、児童虐待に対応する医療機関との連携を強化する。 

３．一時保護専用施設設置促進事業（34,707千円） 

(1) 事業内容 

一時保護を必要とする児童の受け皿を確保するため、一時保護専用施設の設置に係る支援を行う。 

(2) 事業期間  令和２年度～ 

(3) ５年度事業内容 

一時保護専用施設を設置し、委託一時保護児童に対する個別的な処遇を行う社会福祉法人への支援 

を実施する。 

４．ＤＶ対策事業（6,241千円） 

(1) 事業内容 

配偶者等からの暴力の被害者に対する相談等の支援を行う。 

(2) 事業期間  平成13年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 休日夜間電話相談員配置事業（3,313千円） 

子ども女性相談センターに電話相談員を配置し、休日・夜間にＤＶ被害者等からの相談に対応する。 

② ＤＶ対策機能強化事業（220千円） 

   配偶者等からの暴力被害者や同伴家族の保護支援を行うに当たり、関係者の資質向上に努めなが 

ら、市町や警察など関係機関等との総合調整を通じた連携体制の整備を図るとともに、弁護士による 

女性のための法律相談の実施や、婦人保護事業に係る啓発活動を行う。 

③ ＤＶ対応・児童虐待対応連携強化事業（2,140千円） 

ＤＶ対応と児童虐待対応の連携強化のため、民間シェルター等の関係機関との連携強化を通じ、Ｄ 

Ｖ被害者の自立生活や地域定着の促進を図る。 

④ ストーカー・ＤＶ等対策事業（568千円） 

ストーカー事案や配偶者からの暴力事案を始めとする恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案 

等のうち、危険性・切迫性が高い事案の被害者等に対して、ホテル等の一時的に避難できる場所を 

確保し、その宿泊料等を公費で負担する。 
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（事業番号：７４） 

事 業 名 社会的養育体制強化事業 

当初予算額 66,345千円 担当課 健康福祉部子ども家庭課（内線3211） 

取組みの方向 里親制度の普及啓発、児童養護施設等におけるケアの充実や子どもの自立支援策の強化など、社会的養育体

制の強化を図る。 

事 業 概 要 １．児童養護施設等整備事業（42,544千円） 

(1) 事業内容 

県内の社会的養育体制の充実を図るため、社会福祉法人等が行う児童養護施設等の整備に対し補助

を行う。 

(2) 事業期間  平成25年度～ 

(3) ５年度事業内容 

地域小規模児童養護施設の整備（創設）に対する補助及び自立援助ホームの設備改修に対する補助を 

行う。 

 

２．社会的養育推進事業（11,795千円） 

(1) 事業内容 

社会的養育体制の充実を図るとともに、虐待を受けた児童等のニーズに応じた自立支援を強化する。 

(2) 事業期間  令和元年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 社会的養護自立支援事業（10,960千円） 

児童養護施設等への入所措置を行っている児童等について、必要に応じ、18 歳（措置延長を行っ

た場合は 20 歳）到達後も原則 22 歳到達後の年度末まで、引き続き施設等において生活するための

支援を行う。 

② 就学者自立生活援助事業（835千円) 

大学等に就学している自立援助ホームの入居者に対し、必要に応じ、22歳到達後の年度末まで、引

き続き自立援助ホームにおいて生活するための支援を行う。 

 

３．児童養護施設退所児童等アフターケア事業（7,006千円） 

(1) 事業内容 

児童養護施設を退所した者等が安定した自立生活を送れるように、施設入所中の支援、退所後の生

活・就労相談、居場所提供等のアフターケアを行う。 

(2) 事業期間  平成29年度～ 

(3) ５年度事業内容 

児童養護施設を退所した者等が安定した自立生活を送れるよう、生活相談支援員が施設入所中の支 

援、退所後の生活・就労相談、居場所提供等の支援を行うとともに、就労相談支援員が企業訪問によ 

る職場開拓、就職後の相談支援、職場訪問を行うなどのアフターケアを実施する。 

 

４．児童養護施設等入所児童の権利擁護に係る実証モデル事業（5,000千円） 

  (1) 事業内容 

   施設や里親のもとに暮らす子どもの意見表明（アドボカシー）を促進するため、第三者である意見 

表明支援員（子どもアドボケイト）等が子どもの意見聴取等を行う。 

(2) 事業期間 令和４年度～ 

(3) ５年度事業内容 

       施設や里親のもとに暮らす子どもの意見表明（アドボカシー）を促進するため、第三者である意見 

表明支援員（子どもアドボケイト）や社会的養護経験者が行う子どもの意見聴取や意見代弁に係る 

相談支援等を通じて、子どもの意見表明のための体制構築を図る。 
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（事業番号：７５） 

事  業  名 みんなで子どもを育てる県民運動事業 

当 初 予 算 額 1,176千円 担当課 健康福祉部子ども政策課（内線2671） 

取組みの方向 「みんなで子どもを育てる県民運動」を推進し、地域の大人みんなで子どもたちを育んでいく機運を高める。

また、社会生活を営む上で困難を抱える子ども・若者を支援するため、地域協議会や育成支援者の研修会、情

報交換会を開催し、地域ネットワークの強化を図る。 

事 業 概 要 １．県民運動普及啓発事業（69千円） 

(1) 事業内容 

青少年に関する情報を広く提供するため、ホームページ、リーフレットによる広報活動を行う。 

(2) 事業期間  平成25年度～ 

(3) ５年度事業内容 

「きらきらかがわ青少年ネット」の更新やリーフレットの作成を行う。 

 

２．地域ネットワーク強化推進事業（1,107千円） 

(1) 事業内容 

社会生活を円滑に営む上で困難を有する子ども・若者を支援するため、地域協議会や育成支援者の 

研修会・情報交換会の開催により、地域ネットワークの強化を図る。 

(2) 事業期間  平成30年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 子ども・若者支援地域協議会の開催 

② 研修会・情報交換会の開催 
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（事業番号：７６） 

事  業  名 ネット・ゲーム依存対策事業 

当 初 予 算 額 10,181千円 担当課 

健康福祉部子ども政策課（内線3219）、障害福祉課（内線3243）、

教育委員会総務課（内線5212）、義務教育課（内線5250）、 

高校教育課（内線5273）、生涯学習・文化財課（内線5334） 

取組みの方向  ネット・ゲーム依存対策にあたっては、家庭や学校を含む社会全体で対応を行っていく必要があることから、

依存状態に陥ることを未然に防ぐための正しい知識の普及啓発や早期発見・早期治療のための相談支援、依存

症となった場合の進行予防、再発予防のための適切な医療を提供できる人材の育成など総合的な対策に取り組む。 

事 業 概 要 １．ネット・ゲーム依存予防対策事業（2,000千円） 

(1) 事業内容 

ネット・ゲーム依存の状態に陥ることを未然に防ぐため、ネット・ゲーム依存に関する正しい知識 

や予防等に関する知識の普及啓発を行う。 

(2) 事業期間  令和２年度～ 

(3) ５年度事業内容 

・広報媒体を活用した普及啓発、講演会の開催 

・乳幼児の保護者向けリーフレットによる健診時等の早期啓発 

 

２．子どものネット依存対策・ネット利用適正化推進事業（4,161千円） 

(1) 事業内容 

ネット・ゲーム依存予防対策の推進、学校におけるインターネット利用に関する指導の充実、トラブ

ルの未然防止・早期発見・早期対応、保護者への啓発活動のための指導者養成など、児童生徒のインタ

ーネットの適正な利用に向けた取組みを実施する。 

(2) 事業期間 平成21年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① ネット・ゲーム依存の予防等に関する研修への教員等の派遣（186千円） 

   児童生徒のインターネット依存対策について専門的な知識を習得するため、教員等がインターネッ

ト依存対策の先駆的な取組み等を内容とする研修を受講し、その成果を学校等で活用する。 

② ネット・ゲーム依存予防対策学習シートの作成（998千円） 

    ネット・ゲームの適正利用についての家庭でのルールづくりを促すため、学習シートをリニューア

ルし、児童生徒や保護者に効果的な働きかけを行う。 

○新③ ネット・ゲーム依存予防対策マニュアルの改訂（445千円） 

    学校現場等でのトラブルに円滑に対応できるよう事例を追加するなど、マニュアルの改訂を行うと

ともに、教職員等向けにオンライン教材を作成する。 

④ さぬきっ子安全安心ネット指導員の養成（306千円） 

   保護者に対する啓発活動を行うために指導員の養成や資質の向上を図る。 

⑤ 親子参加型ワークショップの開催及び学習教材の作成（2,226千円） 

小学生とその保護者を対象とした、フィルタリング設定等の活用を促進する参加型ワークショップ

を開催するとともに、フィルタリング等の必要性の認識を高める学習教材を作成する。 
 

３．ネット・ゲーム依存症対策事業（4,020千円）（再掲） 

(1) 事業内容   

ネット・ゲーム依存症を治療できる医療提供体制の充実を図るため、回復プログラムの活用促進や

医療従事者等の人材養成、家族教室を実施する。 

(2) 事業期間  令和２年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 依存回復プログラムの活用（3,440千円） 

・日常生活でネット・ゲームの利用を見直したい方を対象に、一定期間ネット環境から離れた生活 

を送るオフラインキャンプを実施する。 

○新・回復プログラムの簡易版（小学生向け）作成、効果検証 

② 医療従事者の養成研修（280千円） 

久里浜医療センターが実施する専門研修に医療従事者等を派遣する。 

③ 家族教室の実施（300千円） 

ネット・ゲーム依存の子どもを持つ家族を対象とした家族教室、家族向け研修会を実施する。 
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